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第13回 熊本県議会 環境対策特別委員会会議記録（平成25年６月25日) 

 

 第 13 回  熊本県議会 環境対策特別委員会会議記録 

 

平成25年６月25日（火曜日） 

            午前10時３分開議 

            午後０時16分休憩 

            午後１時16分開議 

            午後１時42分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 (1)産業廃棄物処理施設の公共関与推進に関

する件について 

 (2)有明海・八代海の環境の保全、改善及び  

水産資源の回復等による漁業の振興に

関する件について 

 (3)地球温暖化対策に関する件について 

 (4)付託調査事件の閉会中の継続審査につい  

て  

――――――――――――――― 

出席委員（16人） 

        委 員 長 森   浩 二 

        副委員長 佐 藤 雅 司 

        委  員 西 岡 勝 成 

        委  員 村 上 寅 美 

        委  員 鬼 海 洋 一 

        委  員 早 川 英 明 

        委  員 岩 中 伸 司 

        委  員 岩 下 栄 一 

        委  員 氷 室 雄一郎 

        委  員 吉 永 和 世 

        委  員 山 口 ゆたか 

        委  員 内 野 幸 喜 

        委  員 磯 田   毅 

        委  員 泉   広 幸 

        委  員 緒 方 勇 二 

        委  員 九 谷 高 弘 

欠席委員（なし） 

委員外議員（なし） 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

  環境生活部       

         部 長  谷 﨑 淳 一 

                環境局長  村 山 栄 一 

政策調整審議員兼 

環境政策課課長補佐 久 保 隆 生 

  環境局環境立県推進課長 福 田   充 

            環境保全課長  松 田 隆 至 

          自然保護課長 江 上 憲 二 

廃棄物対策課長  坂 本 孝 広 

首席審議員 

     公共関与推進課長  中 島 克 彦 

  企画振興部 

交通政策・情報局審議員兼 

交通政策課課長補佐 財 津 和 宏 

商工観光労働部 

     新産業振興局長  高 口 義 幸 

新産業振興局産業支援課長  奥 薗 惣 幸 

エネルギー政策課長 山 下 慶一郎 

  農林水産部 

            生産局長  渡 辺 弘 道 

                水産局長  鎌 賀 泰 文 

政策調整審議員兼 

農林水産政策課課長補佐 宮 本   正 

    生産局農業技術課長  松 尾 栄 喜 

        園芸課長 古 場 潤 一 

          畜産課長  矢 野 利 彦 

  農村振興局農地整備課長  小 栁 倫太郎 

   森林局 

      森林整備課長 長﨑屋 圭 太 

      林業振興課長 小 宮   康 

      森林保全課長 本 田 良 三 

      水産局水産振興課長  平 岡 政 宏 

漁港漁場整備課長 原 田 高 臣 

  水産研究センター所長  梅 﨑 祐 二 

  土木部 
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土木技術審議監兼 

      河川港湾局長  渡  邊   茂 

    土木技術管理課長  西 田   浩 

    道路都市局審議員兼 

      道路整備課課長補佐  吉 良 忠 暢 

        審議員兼 

      都市計画課課長補佐  太 田 雅 道 

審議員兼 

  都市計画課景観公園室長  坂 井 秀 一 

           下水環境課長  軸 丸 英 顕

河川港湾局河川課長  持 田   浩 

        港湾課長  松 永 信 弘 

   建築住宅局建築課長 坂 口 秀 二 

        審議員兼 

建築課建築物安全推進室長 清 水 照 親 

   教育委員会事務局 

        義務教育課長  緒 方 明 治 

  企業局 

   総括審議員兼次長兼 

         総務経営課長  古 里 政 信 

   審議員兼総務経営課 

    荒瀬ダム撤去室長 平 田 智 昭 

        工務課長  福 原 俊 明 

   警察本部 

           交通部参事官  髙 山 広 行 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

   政務調査課主幹   福 田 聖 哉 

   議事課主幹     黒 岩 雅 樹 

――――――――――――――― 

午前10時３分開議 

○森浩二委員長 ただいまから、第13回環境

対策特別委員会を開催いたします。 

 委員長の森でございます。 

 まず初めに、本日は、執行部を交えた本年

度最初の委員会でありますので、一言御挨拶

を申し上げます。 

 皆様には御存じのとおり、本委員会には、

産業廃棄物処理施設の公共関与推進に関する

件、有明海・八代海の環境の保全、改善及び

水産資源の回復等による漁業の振興に関する

件、地球温暖化対策に関する件の３件の調査

事件が付託されておりますが、大気汚染も、

環境対策の問題として、その他の項目で取り

組んでいきたいと思います。どの件も重要な

課題であり、いろいろと御苦労もあるかと存

じますが、引き続き取り組んでいかなければ

ならないと考えておりますので、よろしくお

願い申し上げます。 

 いずれにいたしましても、今後１年間、委

員の先生方を初め、執行部の皆さんの御協力

をいただき、佐藤副委員長とともに、本委員

会の円滑な運営に努め、付託調査事件に取り

組んでまいりたいと考えておりますので、ど

うぞよろしくお願い申し上げます。 

 簡単ではございますが、御挨拶とさせてい

ただきます。 

 それでは、副委員長からも一言御挨拶をお

願いします。 

 

○佐藤雅司副委員長 皆さんおはようござい

ます。副委員長を仰せつかりました佐藤雅司

でございます。 

 昨今の環境の影響に対する問題、かなり多

くなっております。委員長を補佐し、しっか

りと執行部の皆さん方、そして議員の皆さん

方と議論を進めてまいりたいというふうに思

っておりますので、どうかよろしくお願い申

し上げます。 

 以上でございます。 

 

○森浩二委員長 それでは、執行部関係部課

職員の自己紹介を受けたいと思います。自己

紹介名簿の順に自席からお願いします。 

  （谷﨑環境生活部長、村山環境局長～髙

山警察本部交通部参事官の自己紹介) 

○森浩二委員長 なお、自己紹介以外の職員

の方については、お手元に配付しております

委員会資料の関係部課幹部職員名簿のとおり

でございます。 
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 次に、執行部を代表して、谷﨑環境生活部

長から挨拶をお願いいたします。 

 

○谷﨑環境生活部長 皆さんおはようござい

ます。委員会の開会に当たりまして、一言御

挨拶を申し上げます。 

 環境生活部長の谷﨑でございます。 

 環境対策特別委員会におかれましては、先

ほど委員長の御挨拶にもございましたよう

に、３項目について御審議をいただいており

ます。 

 １点目が、産業廃棄物処理施設における公

共関与の推進、２点目が、有明海・八代海の

再生、３点目が、地球温暖化対策でございま

す。これまで、それぞれにつきまして熱心な

御審議と御指導を賜りまして、深く感謝を申

し上げる次第でございます。 

 まず、産業廃棄物処理施設の公共関与の推

進につきましては、平成27年秋ごろの供用開

始を目指しまして、事業主体である財団法人

熊本県環境整備事業団において、７月に本体

着工、本体工事に着手する予定でございま

す。もとより、工事に当たっては、周辺環境

の保全にも万全を尽くしてまいります。 

 また、地域振興策につきましては、ことし

３月に締結をいたしました環境保全協定に基

づきまして、南関町と和水町への交付金の交

付を決定いたしております。町や地区で計画

的に事業が実施されるものと考えておりま

す。 

 今後も、苦渋の決断をいただきました地元

の皆様方のお気持ちを真摯に受けとめまし

て、誠意を持って取り組んでまいります。 

 次に、有明海・八代海再生につきまして

は、特措法に基づく県計画と県議会からの提

言に沿いまして、森林機能の向上の取り組み

や環境に配慮した河川改修、生活排水施設整

備などの排水対策、作澪や覆砂などの漁場環

境改善、クルマエビの放流事業など、川上か

ら川下、そして海そのものを対象とした総合

的対策に取り組んでおります。 

 昨年度は、海砂利採取の取り扱いにつきま

して、本特別委員会で時間をかけて御審議を

いただいております。民間の海砂利採取業者

による販売を伴う海砂利採取を平成28年度か

ら禁止するとする方針を策定いたしました。 

 目指すべき有明海、八代海の再生は道半ば

でございますが、引き続き、国や関係県とと

もに、再生に向けてこれらの対策に着実に取

り組んでまいりたいと考えております。 

 最後に、地球温暖化対策につきましては、

温室効果ガス削減の国際的な枠組みや国のエ

ネルギー政策等が不透明な状況にある中で、

本県としては、昨年10月に策定いたしました

熊本県総合エネルギー計画に基づきまして、

新エネと省エネの取り組みを推進してまいり

ます。 

 また、持続可能な社会経済への転換に向け

て、県議会の提言に沿いつつ、関連施策の着

実な推進を図りまして、温室効果ガスの排出

削減の促進に引き続き努めてまいります。 

 本日は、今年度初めての審議でございます

ので、これまでの経緯や主な事業の概要とあ

わせて、本年度における取り組み及び今後の

予定につきまして御説明することといたして

おります。 

 詳細につきましては、この後関係課長が説

明いたしますので、よろしく御審議のほどを 

お願い申し上げます。 

 

○森浩二委員長 では、お手元に配付の委員

会次第に従い、付託調査事件を審議させてい

ただきますので、よろしくお願いします。 

 議題１、産業廃棄物処理施設の公共関与推

進に関する件、２、有明海・八代海の環境の

保全、改善及び水産資源の回復等による漁業

の振興に関する件及び３、地球温暖化対策に

関する件について、一括して執行部から説明

を受け、その後、質疑は議題ごとに行いたい

と思います。 
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 なお、委員会の運営を効率的に行いたいと

考えておりますので、説明につきましては簡

潔にお願いします。また、説明者は、着座に

て説明をお願いします。 

 それでは、産業廃棄物処理施設の公共関与

推進に関する件について、公共関与による管

理型最終処分場の整備について説明をお願い

します。 

 

○中島公共関与推進課長 公共関与推進課で

ございます。 

 資料の８ページをお願いいたします。 

 公共関与による産業廃棄物最終処分場につ

きましては、県民の生活環境の保全や経済活

動の維持、促進を図るインフラとして、その

整備を進めているところです。 

 大きなⅡのこれまでの取り組み状況につき

ましては、平成17年度に南関町を最初の建設

地として決定して以来、地元の御理解をいた

だくために鋭意努めてまいりました。 

 その結果、関係者の御理解と御協力を賜

り、おかげをもちまして、昨年度３月に、地

元南関町及び和水町と最終的な合意とも言え

る環境保全協定を締結することができ、ま

た、同月、産業廃棄物処理施設設置許可の手

続も終了いたしました。 

 次のページをお願いいたします。 

 Ⅲの今後の取り組みですが、いよいよ本年

度から建設の段階に入ります。 

 １の本体工事関係ですが、財団法人熊本県

環境整備事業団が事業主体となって進めてま

いりますが、５月に詳細設計を終了しました

ので、近く具体的には来月着工し、平成27年

秋ごろの供用開始を目指して取り組んでまい

ります。なお、施工業者、落札額、施設概要

は、表に記載のとおりでございます。 

 ２の安全推進委員会の設置ですが、処分場

の建設及び運営の安全を確認していただくこ

とを目的として、地元関係者を中心として構

成する安全推進委員会を設置して、工事の段

階から継続的に状況を説明してまいります。 

 ３の地域振興関係ですが、地域のイメージ

を損なうことなく、これまで以上に魅力的な

地域となるよう、処分場そのものを地域に役

立つ施設として整備し、安全で暮らしやすい

生活環境をつくるため、処分場を中心とした

地域の振興に努めてまいります。 

 具体的には、枠内にまとめておりますが、

まず、単に廃棄物の処分場としてだけでな

く、(1)の地域に役立つ施設として整備して

まいります。 

 このため、①の処分場と周辺の自然を活用

した施設内外での環境学習が実施できるよう

な環境教育の拠点とすること、また、２つ目

に、隣接するため池の周囲は花木を植栽し、

散策路等を整備し、管理棟の研修室は地域住

民に開放し、地域のコミュニティー活動拠点

とすること、また、３つ目に、災害時におい

ては、一時的な避難場所となる防災拠点とで

きること、また、４つ目に、渇水時には、隣

接するため池の水を周辺農地への農業用水と

して活用する水供給拠点とすること、また、

⑤のメガソーラーについては、処分場の屋根

の上にも設置できるような設計としており、

設置主体をどこにするのか、一方で、県民発

電所構想も浮上しており、その辺の動向もに

らみながら、今後、導入手法や時期などにつ

いて検討を進めたいと考えております。 

 次に、(2)の地域の安全確保のための道路

整備等を行います。 

 南関、和水を通る県道大牟田植木線は、大

型車両の通行も多く、歩道整備が余り進んで

いないため、地元の極めて強い要望もあり、

既存予算とは別枠の10億円で歩道整備を行い

ます。また、今後南関町で整備されます仮称

町道米田鬼王線は、処分場への新しいアクセ

ス道路として一部重なりますので、アクセス

道路相当分として５億円を南関町に交付しま

す。このアクセス道路部分につきましては、

県が町から工事を受託して整備をいたしま
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す。 

 次のページをお願いいたします。 

 次に、(3)の地域の魅力アップを図るた

め、住民の皆様の交流促進や地域の活性化に

努めます。 

 南関、和水両町に１億円ずつ交付をし、公

民館、レクリエーション広場、防犯灯など、

各種の整備を行っていただくこととしてお

り、既に今年度分の整備について、町と地元

区との協議が進められております。 

 以下、参考として、今後の簡単なスケジュ

ール、そして、次のページにカラー資料で処

分場の外観と、その裏面に内部等のイメージ

図を添付させていただいております。 

 説明は以上でございます。 

 

○森浩二委員長 次に、有明海・八代海の環

境の保全、改善及び水産資源の回復等による

漁業の振興に関する件について、有明海・八

代海の再生について説明をお願いします。 

 

○福田環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。着座で失礼いたします。 

 資料14ページをお願いいたします。 

 有明海・八代海の再生に関しまして、これ

までの経緯等について御説明いたします。 

 (1)問題の発端でございますが、平成12年

７月に八代海において、平成13年１月には有

明海において大規模な赤潮が発生し、魚類養

殖やノリ養殖に大きな被害が出ました。 

 こうした事態を受けまして、(2)県の取り

組みでございます。 

 ①ですが、平成13年１月にノリ被害対策本

部を設置し、関係県で連携し調査を実施しま

すとともに、覆砂、アサリ放流、干潟耕うん

などの緊急対策を実施いたしました。 

 ②でございますが、全庁的な政策調整会議

を設置し、当時の環境対策特別委員会からの

御提言を踏まえまして、平成13年12月に、本

県独自の有明海・八代海再生に向けた総合計

画を策定いたしました。 

 ③でございますが、有明海・八代海再生の

問題は、国の主体的な取り組みが不可欠であ

ることから、県議会とともに、また関係県と

連携して、特別措置法の早期制定について、

国に対し要望を重ねました。その結果、平成

14年11月に特別措置法が制定されました。 

 ④でございますが、特措法の成立を受けま

して、国において、海域環境の保全、改善と

水産資源の回復等による漁業振興を再生の目

標とする国の基本方針が示されました。この

方針に沿って、関係県がそれぞれの県計画を

策定し、計画に基づく取り組みを進めており

ます。 

 15ページをお願いいたします。 

 ⑤でございますが、県議会におかれまして

は、平成15年６月に、有明海・八代海再生特

別委員会を設置して、両海域の再生に向けた

御議論をいただき、平成16年２月に、下に記

載しております６つの重点項目や短期及び中

長期に取り組むべき取り組みについて御提言

をいただいたところでございます。 

 ⑥でございますが、この提言に沿いまし

て、下水道などの生活排水対策や事業場の排

水規制の強化、家畜ふん尿の不適正処理の解

消、養殖漁場の漁場改善計画の策定、藻場造

成、作澪、覆砂などによる漁場環境改善、放

流事業などによる水産資源の回復などに取り

組んでおります。 

 これらの取り組みによりまして、例えば汚

水処理人口普及率の向上などの成果も見られ

ますが、再生の道のりは半ばの状況でござい

まして、両海域の再生に向け、引き続き御提

言に沿った対策に取り組んでいく必要がある

と考えております。 

 次に、(3)国等の取り組みでございます。 

 ①のアでございますが、国では、特措法に

基づき促進協議会が組織され、毎年、関係６

省庁と関係６県において、各県の計画に関す

る協議などが行われております。 
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 また、イでございますが、各分野の専門家

によります有明海・八代海総合調査評価委員

会が国に設置されております。 

 16ページをお願いいたします。 

 この委員会におきまして、有明海、八代海

の環境変化の原因などの検討が行われ、具体

的な再生方策や解明すべき課題等をまとめた

委員会報告が、平成18年12月に取りまとめら

れました。 

 しかしながら、この報告の中でも、まだ解

明すべき多くの課題が残されていると指摘さ

れており、明確な原因究明には至っておりま

せん。 

 特措法の改正に伴いまして、平成23年10月

から、この委員会による検討が再開されまし

た。国や関係県が実施した調査や事業につい

て情報を整理し、再生の道筋を示すこととさ

れております。 

 現在、２つの小委員会を設置し検討が行わ

れており、来年２月には中間取りまとめが行

われることとなっております。 

 県としましては、この委員会において海域

環境変化のメカニズムや水産資源減少の要因

分析を行い、できるだけ早く再生の道筋を示

すよう、国に対し強く要望を行っているとこ

ろでございます。 

 最後に、②でございますが、関係６県で連

絡協議会を設置し、共同放流事業の実施や漁

場環境調査の連携、有明海沿岸４県クリーン

アップ事業などに取り組んでいるところでご

ざいます。 

 なお、22ページ、23ページに特措法の概

要、24ページに再生に向けた県計画の概要を

つけておりますが、説明は省略させていただ

きます。 

 これまでの経緯等については以上でござい

ます。 

 

○松田環境保全課長 環境保全課でございま

す。 

 引き続き、17ページをごらんください。 

 有明海及び八代海の現状について御説明申

し上げます。 

 (1)の平成23年度の有明海・八代海の水質

状況についてでございます。 

 公共用水域に係る水質監視につきまして

は、水質汚濁防止法に基づき、水質測定計画

を関係機関と協議いたしまして、常時監視を

行っております。 

 次に、環境基準の達成状況についてでござ

います。 

 海の汚濁指標でありますＣＯＤにつきまし

ては、平成12年度には大規模な赤潮の影響な

どから八代海で最低45.5％でございましたけ

れども、その後、70％から80％台で推移して

おります。また、富栄養化の指標であります

全窒素、全リンにつきましては、平成13年度

以降は33％から100％で推移しており、近年

変動はあるものの、ＣＯＤ、全窒素、全リン

ともほぼ横ばい状況にあります。 

 次に、①の平成23年度の有明海・八代海に

おける監視体制について御説明いたします。 

 有明海、八代海を幾つかの水域に分けまし

て、環境基準点を延べ53地点設置しまして、

年間６回から15回の測定を実施しておりま

す。 

 ②の測定結果でございます。 

 まず、Ⅰの人の健康の保護に関する項目、

いわゆる健康項目でありますカドミウムなど

22項目の調査を行っておりますけれども、基

準超過地点はございませんでした。 

 次に、Ⅱの海の汚濁指標でありますＣＯ

Ｄ、化学的酸素要求量の値でございますが、

有明海では、７水域11地点で調査を行い、う

ち３水域で基準を超過したため、達成率は5

7.1％となっております。それから、八代海

は、11水域22地点で調査を行い、うち３水域

で基準を超過したため、達成率は72.7％とな

っております。 

 Ⅲの富栄養化の指標であります全窒素、全

 - 6 -



第13回 熊本県議会 環境対策特別委員会会議記録（平成25年６月25日) 

リンの値の調査結果でございますが、有明海

では、３水域のうち１水域で基準を超過した

ため、達成率は66.7％となっております。次

に、八代海でございますが、３水域のうち１

水域で基準を超過したため、達成率は66.7％

となっております。 

 次に、18ページをごらんください。 

 今御説明申し上げました内容につきまして

は、上段の図１及び下段の表１に経年変化の

グラフ等を掲載しております。 

 次に、19ページをお願いいたします。 

 ③の有明海・八代海への汚濁物質の流入削

減対策についてでございます。 

 環境基準を達成してない水域もあることか

ら、引き続き、関係各県を含め、関係各機関

と連携して、工場排水対策など海域環境への

負荷の軽減に努めてまいります。 

 特に、海域環境への負荷の削減を目的とい

たしまして、平成17年３月には、条例などの

改正を行いまして、平成20年４月から施行

し、事業場排水からの汚濁物質の流入削減対

策を強化しているところでございます。後ほ

ど、提言実現に向けた取り組みで御説明させ

ていただきます。 

 環境保全課は以上でございます。よろしく

お願いします。 

 

○平岡水産振興課長 水産振興課でございま

す。 

 20ページをお願いいたします。 

 有明海・八代海の漁業生産の状況について

でございます。 

 まず、①の漁業の状況の魚類の漁獲量につ

きましては、左側の図１をごらんいただきた

いと思います。 

 黒丸で示しました有明海の漁獲量は、減少

傾向が続いておりまして、平成23年の漁獲量

1,232トンとなっております。また、白丸の

八代海も、長期的には減少傾向で、平成23年

の漁獲量は7,731トンとなっております。 

 次に、アサリ漁獲量ですが、右側の図２を

ごらんください。 

 黒丸の有明海は、平成８年以降、増減を繰

り返しながら回復傾向が見られましたが、平

成21年、22年と大きく減少しました。 

 その原因としましては、アサリ稚貝の発生

が少なかったことや、ホトトギスガイの発生

により漁場環境が悪化したことなどが考えら

れます。 

 ホトトギスガイにつきましては、関係漁協

等が駆除を行いまして、漁場管理強化に努

め、平成23年は1,496トンに増加しました

が、平成24年は、熊本広域大水害の影響もあ

り、水産振興課調べによりますと993トンと

低調となっております。 

 白丸で示しました八代海ですが、平成15年

以降、若干の増加傾向にありましたが、平成

23年の漁獲量は425トンと、前年に続き減少

しております。これは、平成23年の梅雨期の

降雨により大量死が発生したことによるもの

で、平成24年は、資源管理のための自主的操

業自粛もありまして、水産振興課調べで４ト

ンと大幅に減少しております。 

 21ページをお願いいたします。 

 養殖漁業の状況でございます。 

 まず、ノリ養殖業ですが、左側の図３にノ

リ養殖業の生産量を示しております。 

 黒丸で示しております有明海の平成24年度

漁期の生産量は、10億3,000万枚で平年並み

でしたが、全国的な単価安の影響を受けまし

て、生産金額は84億円、平年の８割程度にと

どまっております。また、白丸の八代海で

は、低調な生産が続いておりまして、平成24

年度は、約1,100万枚で平年比24％となって

おります。 

 次に、魚類養殖ですが、右側の図４にブリ

とマダイの生産量を示しております。 

 黒三角のブリは、平成20年から22年にか

け、赤潮の影響で生産量が減少しましたが、

23年は、赤潮被害がなく、6,462トンと対前
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年比113％と増加しております。平成24年の

統計速報値は、6,068トンと順調に生産が行

われましたが、天然ブリの豊漁により単価が

低迷しております。一方、マダイは、赤潮に

比較的強いということで、ほぼ横ばいで推移

しましたが、平成23年は8,789トン、平成24

年は8,154トンと、やや減少しております。 

 以上でございます。 

 

○森浩二委員長 次に、有明海・八代海再生

に係る提言への対応について説明をお願いし

ます。 

 

○福田環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 資料25ページをお願いいたします。 

 平成16年２月に特別委員会からいただきま

した提言に沿って県で取り組んでいる施策

を、26ページにかけて一覧表にしておりま

す。全体で36項目ありますが、本日は、黒丸

をつけております主要な取り組み13項目につ

いて御説明いたします。 

 それでは、資料に沿って各担当課から順次

説明させていただきます。 

 

○軸丸下水環境課長 下水環境課です。 

 資料の27ページ、提言項目、生活排水対策

のうち、生活排水処理施設の整備促進と適切

な維持管理についてでございます。 

 まず、１の施策の概要等ですが、生活排水

対策のマスタープラン、くまもと生活排水処

理構想２０１１に基づき、平成32年度末まで

に生活排水処理施設の整備水準を示す汚水処

理人口普及率を90％にまで高めるよう、生活

排水処理施設の整備に取り組んでまいりま

す。 

 あわせて、県民の皆様に対し、下水道等へ

の接続や浄化槽の適切な維持管理を働きかけ

てまいります。 

 ２の平成24年度の取り組み実績でございま

すが、(3)、(4)、(5)に記載のとおり、県、

市町村、県民の皆様が、それぞれの立場で地

域特性に応じた生活排水処理施設整備に取り

組みました。 

 あわせて、生活排水対策の推進について、

県民の皆様に御理解と御協力をいただくた

め、天草市など県内５カ所のイベント会場に

出向いてＰＲ活動を行いました。 

 (1)に戻りまして、平成23年度末の汚水処

理人口普及率は、81.0％にまで上昇いたしま

した。全国平均より若干低くなっております

が、その差は徐々に縮まってきております。

なお、24年度末のデータは、現在調査中でご

ざいます。 

 また、県独自の取り組みとして、下水道等

への接続や浄化槽の法定検査受検状況を加味

し、実際に生活排水が適正に処理されている

割合を示す汚水適正処理率を試算したとこ

ろ、72.3％にとどまることがわかりました。 

 ３の平成25年度の取り組み予定でございま

すが、まず、新規事業といたしまして、(5)

に記載のとおり、下水道等への接続を促進す

るための緊急的措置として、生活排水適正処

理重点推進事業を新設いたしました。今年度

から３年間を重点期間とし、接続率が低い市

町村が県民への助成制度を新設拡充する場合

に支援を行うことといたします。 

 また、今回の補正予算に計上させていただ

いておりますが、生活排水処理施設整備事業

を新設し、本年度から２カ年で、対策が必要

な全ての県有施設に合併処理浄化槽を整備い

たします。 

 各種の生活排水処理施設整備も引き続き実

施するとともに、下水道等への接続、単独処

理浄化槽から合併処理浄化槽への転換、浄化

槽の適正管理などについて、県民の皆様に御

理解いただくための取り組みも積極的に進め

てまいります。 

 下水環境課は以上です。 
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○松田環境保全課長 29ページをお願いいた

します。 

 有明海・八代海再生に係る提言の実現に向

け、工場・事業場の排水対策に取り組むもの

でございます。 

 先ほど19ページで触れました条例による上

乗せ規制適用区域の設定及び規制対象項目の

追加について御説明申し上げます。 

 ①の提言の実現に向けた取り組み概要でご

ざいますが、陸からいわゆる海域環境への負

荷の削減を目的としまして、工場、事業場の

排水対策を行っております。 

 まず、有明海・八代海に流入する全ての区

域を上乗せ規制区域といたしました。また、

熊本県生活環境の保全等に関する条例で定め

ております米粉の製造業など７業種の事業場

について、窒素、リンを新たに規制対象項目

として追加しておりまして、立入検査指導を

実施しております。いずれも、平成20年４月

１日から施行しております。 

 次に、平成24年度の取り組み実績でござい

ますが、規制対象となっております883事業

場のうち、延べ350事業場の立入指導や排出

水の水質確認などを行っております。基準超

過となりました７事業場に対しましては、施

設の維持管理などの改善について、厳重注意

等の文書発出を行うなど、その後、改善結果

の確認などを行っております。 

 平成25年度におきましても、引き続き、各

保健所を中心といたしまして、計画的な立入

指導と排出水の水質の確認などを実施しまし

て、水質基準の遵守状況の把握に努めること

といたします。 

 環境保全課は以上でございます。 

 

○矢野畜産課長 畜産課でございます。 

 31ページをお願いいたします。 

 家畜ふん尿の適正管理の継続についてでご

ざいます。 

 平成16年11月から施行されました家畜排せ

つ物の管理の適正化及び利用の促進に関する

法律に基づきまして、家畜排せつ物につきま

して適正管理の指導を推進しております。 

 24年度におきまして、新たな不適正処理の

発生を防止するため、巡回指導を実施します

とともに、ビニールシート等により簡易対応

している農家に対しましては、経営形態に応

じた施設整備等を推進いたしております。ま

た、毎年11月を畜産環境保全月間と位置づけ

まして、簡易対応農家などを中心といたしま

したモニタリング農家への巡回調査、それか

ら農家への意識啓発を行いました。 

 25年度におきましても、引き続き適正管理

が継続されるよう、指導を続けてまいりま

す。 

 畜産課は以上でございます。 

 

○松尾農業技術課長 農業技術課でございま

す。 

 資料の32ページをお願いいたします。 

 農薬、化学肥料の使用総量の削減でござい

ますけれども、１の①のとおり、環境に配慮

した農業への取り組みを、くまもとグリーン

農業としまして展開し、農薬、それから化学

肥料の削減に取り組んでおります。特に、23

年度からは、県民を挙げた取り組みへと力を

入れているところでございます。 

 24年度の取り組み実績でございますが、中

段２のとおり、５月24日に26団体から成りま

す推進本部会議を開催し、24年度の取り組み

計画等を決定いたしております。また、グリ

ーン農業に取り組む生産者の生産宣言、それ

から消費者、企業等の応援宣言が３月末で9,

718件となりまして、昨年度末より約6,000件

程度増加いたしております。 

 11月１日には、420名の参加をいただきま

して、理解促進に向けた第２回県民大会を開

催しております。また、エコファーマーの認

定、それから環境に優しい農業技術の実証展

示につきましても、取り組みが進んできてい
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るところでございます。 

 25年度につきましては、５月１日に推進本

部会議を開催しておりますが、グリーン農業

表示マークですとか、ホームページを積極的

に活用しまして、くまもとグリーン農業を生

産面、消費面から盛り上げながら、引き続

き、農薬や化学肥料の使用量の削減に取り組

んでまいりたいと考えております。 

 農業技術課は以上でございます。 

 

○平岡水産振興課長 34ページをお願いいた

します。 

 養殖場対策としての漁場改善計画に関する

施策です。 

 施策の概要等の①の取り組み概要をごらん

ください。 

 魚類養殖では、環境への負荷が少ない餌へ

の転換や収容密度の削減等を促進するための

漁場改善計画を漁協が策定しておりまして、

それが着実に実施されるよう指導を行うもの

でございます。 

 ノリ養殖につきましても、同様に漁協が漁

場改善計画を策定しておりまして、その実施

についての指導、助言や漁場改善に向けた取

り組みの検討を行うものです。 

 平成24年度の取り組み実績ですが、魚類養

殖も、ノリ養殖も、全ての漁場で漁場改善計

画が策定されておりまして、魚類養殖におき

ましては、底質調査の結果に基づき、適正養

殖に関する指導を行っております。また、ノ

リ養殖では、酸処理剤の適正使用等に関する

指導、助言や漁場環境調査結果に基づく情報

提供等を行っております。クルマエビ養殖に

つきましては、資源管理・経営安定対策を活

用する上で必要な漁場改善計画の策定につい

て指導を行い、新たに３漁協10経営体で計画

を策定しております。 

 平成25年度の取り組みですが、これまでの

取り組みを引き続き行うとともに、さらなる

環境改善に向け指導を行うこととしておりま

す。 

 以上でございます。 

 

○梅﨑水産研究センター所長 水産研究セン

ターです。 

 35ページをお願いします。 

 水産研究センターでは、海域環境への負荷

の低減という施策の提言を受けまして、魚類

養殖場等の環境を改善するため、複合養殖、

具体的には、海藻と二枚貝の養殖技術の開発

に取り組んでいます。 

 魚類養殖では、餌を与えて魚を飼育するた

め、魚からの排せつ物や餌の食べ残し等によ

り、海に窒素やリンなどが排出され、環境へ

の負荷が発生します。 

 このため、１つは、窒素やリンを吸収し、

環境を浄化する効果のある海藻を養殖する技

術の開発、あと一つは、赤潮プランクトンを

直接食べる二枚貝を養殖する技術の開発に取

り組んでいます。 

 平成24年度の取り組み実績ですが、中段に

書いておりますとおり、海藻の養殖につきま

しては、主に天草の不知火海沿岸で養殖され

ておりますヒトエグサという海藻の種を安定

的に供給できるよう、人工的に採苗する技術

の開発に取り組みました。しかしながら、部

分的には成功しましたが、大量に種を得るこ

とはできませんでした。 

 次に、アサリにつきましては、人工的に生

産した稚貝を海中につるして養殖するという

試験を行いました。生残率は３分の１程度と

やや低かったのですが、順調に成長すること

が確認できました。 

 平成25年度の取り組み予定ですが、引き続

き、ヒトエグサの人工採苗技術の開発に取り

組みます。また、アサリにつきましては、独

法水産総合研究センターが開発しましたカキ

の殻を粉砕して固めてつくったケアシェルと

いう物質があるんですが、それを使うことに

よって、アサリの成長、生残がさらに向上で

 - 10 -



第13回 熊本県議会 環境対策特別委員会会議記録（平成25年６月25日) 

きないかという試験に取り組みます。 

 以上でございます。 

 

○原田漁港漁場整備課長 漁港漁場整備課で

ございます。 

 資料41ページをお願いいたします。 

 提言項目は、干潟や海底等の保全、改善に

係る干潟等の漁場環境改善のための事業の充

実でございまして、干潟の耕うん、作澪、藻

場造成等の事業を実施するものでございま

す。 

 平成24年度の取り組み実績でございますけ

れども、県営覆砂では、荒尾市から宇土市地

先における６地区において、合計54ヘクター

ルを、また、八代市地先では、１地区４ヘク

タールの造成を完了しております。 

 藻場につきましては、天草市新和町地先に

おける7.2ヘクタールの造成及び五和町から

苓北町地先の造成のための測量を実施してお

ります。 

 耕うんにつきましては、荒尾市沖及び宇土

市沖の２カ所において、水深20メーター程度

の海底の耕うんを実施し、耕うん前後の生物

量や底質の変化を調査しております。 

 25年度の取り組みでございますが、県営覆

砂につきましては、昨年の追加経済対策を利

用いたしまして、熊本市及び宇土市地先にお

ける５地区において、合計37ヘクタールを現

在整備中です。また、本年度予算で、熊本市

及び宇土市地先において22ヘクタールを、ま

た、八代市地先においては、荒瀬ダム上流の

堆積砂を用いまして、４ヘクタールの造成を

予定しております。 

 藻場につきましては、五和町から苓北町地

先において、昨年の追加経済対策も活用しな

がら2.4ヘクタールの造成を予定しておりま

す。 

 耕うんにつきましては、熊本市沖及び玉名

市沖の２カ所において、水深20メーター程度

の海底約４平方キロメートルの耕うんを実施

し、引き続き、生息環境の改善状況に関する

調査を行ってまいります。 

 漁港漁場整備課は以上でございます。 

 

○福田環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 42ページをお願いいたします。 

 海砂利採取の縮小についてでございます。 

 １の①提言の実現に向けた取り組み概要の

欄をごらんください。 

 (1)でございますが、採取縮小への対応を

早急に実施するようにとの御提言を踏まえま

して、平成20年１月に熊本県海砂利採取削減

計画を策定いたしました。 

 (2)でございますが、この計画では、海域

環境の保全に向けた予防的な措置として、５

カ年の段階的な採取総量の削減に取り組みま

した。 

 (3)でございますが、この削減計画が平成2

4年度に終了することから、昨年度は、25年

度以降の海砂利採取のあり方を検討し、こと

し３月、海砂利採取に関する方針を策定いた

しました。 

 この方針のポイントにつきましては、中ほ

どの２、平成24年度の取り組み実績の欄をご

らんください。 

 昨年末からことし初めにかけまして、操業

を行っていた業者の全てが許認可量を超えて

違法採取を行っていた事実が明らかになりま

した。こうした事態を受けまして、関係課に

よる庁内プロジェクトチームを設置し、検討

を行いました。 

 方針のポイントは、①民間採取業者による

販売を伴う海砂利採取を禁止すること、②採

取禁止までに３年間の予告期間を設けまし

て、予告期間内の採取は、県内の漁業振興に

資する覆砂、航路しゅんせつ、作澪に限定す

ること、③予告期間内の採取限度量と超過採

取量につきましては、調整を行いまして、そ

の結果、予告期間において採取できますの
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は、平成26年度と27年度の有明海における採

取のみになるということでございます。 

 この海砂利採取の問題に関しましては、臨

時の委員会を開催するなど、本特別委員会に

は大変お世話になったところでございます。

改めまして、御礼申し上げます。 

 今後は、この方針に基づき対応してまいり

ますが、覆砂や作澪といった漁場改善に関す

る事業の実施や骨材の確保に影響が出ること

のないよう、状況を見きわめて対応してまい

ります。 

 43ページ以降に３月に策定しました方針を

つけておりますが、説明は省略させていただ

きます。 

 海砂利採取縮小については以上でございま

す。 

 

○奥薗産業支援課長 産業支援課でございま

す。 

 48ページをお願いいたします。 

 引き続き、海砂利採取への対応でございま

すが、法令の遵守、指導です。 

 産業支援課、水産振興課、河川課の３課

で、海砂利採取に係る許認可を担当しており

ます。先ほど、環境立県推進課より経緯の説

明がございましたが、中段にあります２の24

年度の取り組み実績から御説明いたします。 

 昨年11月に、八代海の砂利採取業者が砂利

採取法違反容疑で摘発されたことを受けて、

立入調査を実施いたしました。 

 この結果、極めて遺憾なことでございます

が、許認可を受けていた業者のほとんどが長

期間にわたり違法な採取を行っていたことが

判明いたしました。 

 このため、下の49ページでございます別紙

４にありますように、行政処分を実施しまし

た。内容的には、２つございます。 

 まず、１番目、砂利採取法に基づく処分で

ございます。 

 ５つの業者について、違反が確定した部分

から処分を行い、結果といたしまして、各業

者それぞれ３カ月から５カ月の事業停止処分

を行っております。 

 なお、県が告発しておりました２つの業者

については、６月12日付で代表者が起訴処分

となりました。ただ、法人については、社会

的な制裁を受けていること、県が採取を認め

ない方針が出ており、仮に今後事業停止処分

をしても実益がないという理由で不起訴にな

っております。このため、追加処分は行わ

ず、表の右側にございます事業停止期間で確

定をしております。 

 また、２番目でございますが、一般海域管

理条例に基づく処分といたしまして、同じく

５つの業者に対しまして、平成20年度から24

年度の超過採取量に応じまして、民法上の不

当利得返還請求とともに、過料を課している

ところでございます。 

 続きまして、戻っていただきまして、３番

目、平成25年度の取り組み予定でございます

が、環境立県推進課から説明がありましたよ

うに、有明海・八代海における海砂利採取に

関する方針に基づきまして、海砂利の採取枠

がないため、今年度許認可は行わない方針で

ございます。 

 以上でございます。 

 

○平岡水産振興課長 水産振興課でございま

す。 

 53ページをお願いいたします。 

 アサリなど漁獲サイズや漁期の制限等、資

源管理の強化という施策でございます。 

 施策の概要等の取り組み概要と課題です

が、年7,000トンの安定漁獲を目指し、関係

漁協で実施する具体的資源管理の取り組みを

支援するもので、資源水準に応じた資源管理

の取り組みやホトトギスガイの駆除等による

漁場管理の強化が必要となっております。 

 平成24年度の取り組み実績ですが、産卵さ

せるためのアサリの母貝の保護や耕うん等に
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より、底質改善等について漁協を指導すると

ともに、漁獲量の制限や休漁日の設定などを

盛り込んだ資源管理計画の作成を指導し、22

漁協で資源管理計画が作成され、3,595名が

資源管理の取り組みに参加しております。 

 平成25年度の取り組みですが、引き続き、

稚貝発生の減少原因の調査や漁場管理の強化

を推進するとともに、資源管理計画に基づき

着実に取り組みを実行し、さらに資源水準に

応じた制限の強化を行うよう漁協の指導を行

っているところでございます。 

 また、これらの漁業者の取り組みを支援す

るとともに、フラプシーといいます海上中間

育成施設、海上に浮かべてアサリの中間育成

を行う施設ですが、この中間育成施設を活用

した人工種苗の安定的な中間育成技術と効果

的な放流手法の確立に取り組むこととしてお

ります。 

 以上でございます。 

 

○梅﨑水産研究センター所長 水産研究セン

ターです。 

 65ページをお願いします。 

 有明海・八代海再生の研究の重点化という

施策の提言についてでございますが、水産研

究センターの研究が、効果的かつ効率的に成

果が得られますよう、外部評価委員会による

評価、御意見等をいただきながら、漁場環境

の改善、赤潮対策、ノリやアサリなどの増養

殖対策に関する試験研究に取り組んでおりま

す。 

 平成24年度の主な取り組み実績ですが、中

段に書いておりますとおり、アからオの５つ

の研究に重点的に取り組みました。 

 アは、ノリの環境適応型品種特性評価試験

でございまして、新しいノリの品種を開発で

きないかということで、当センターが保有し

ている品種のうち、12種類について特性評価

を行っております。 

 イは、八代海湾奥部水質連続モニタリング

調査でございます。八代海湾奥部の海域にお

いて、水質を連続的に調査する体制をとりま

した。 

 ウは、閉鎖性海域赤潮被害防止対策事業で

ございますが、これは、赤潮や貧酸素水塊等

による漁業被害の防止のため、海域環境の綿

密な調査に取り組んでおります。 

 エは、本県の重要な二枚貝資源であるアサ

リ、ハマグリの分布等の調査を行うととも

に、その情報を関係漁協へ提供し、また、こ

れまで調査しましたハマグリに関して、資源

管理等が、的確に、かつ効率的に行われるよ

う、ハマグリ資源管理マニュアルを作成し、

関係漁協へ指導しております。 

 オは、長期的な有明海、八代海の海域環境

の変動について、モニタリング調査を実施し

ました。 

 本年度の取り組みですが、前段のアからオ

の取り組みを継続するとともに、新たに新規

としまして、食用藻類増養殖技術開発試験に

取り組みます。 

 食用藻類といいますのは、藻類は、海域環

境の保全につながるとともに、近年は、食の

安全、安心や地産地消という消費者志向の高

まりにより、国産の海藻の人気が高まってお

ります。 

 この新規事業において、本県で生産されて

いるヒジキ、トサカなどといった食用になる

海藻の生産向上と安定化を目標に、人工的に

種をつける技術の開発を中心に、現場での増

養殖手法の普及、指導を行うこととしており

ます。 

 水産研究センターからは以上でございま

す。 

 

○平岡水産振興課長 67ページをお願いいた

します。 

 諫早湾干拓事業に係る中長期開門調査の実

施についてでございます。 

 施策の概要等の(1)でございますが、平成2
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0年６月の佐賀地裁判決で５年間の開門命令

が出され、国が控訴する際に、当時の農林水

産大臣が、開門調査のためのアセスメントを

行い、開門調査も含めた今後の方策を関係者

の同意を得ながら進めていきたいと談話を発

表しております。県は、これに基づきまし

て、国が実施する環境アセスメントのそれぞ

れの段階におきまして、知事の意見を提出し

ております。 

 県といたしましては、有明海の環境変化の

原因究明のために、諫早湾干拓事業の開門調

査が必要との立場でありますが、②のところ

の課題のところに記載しておりますけれど

も、県内の漁業者の中には、開門による漁業

への悪影響を懸念する声もあるということを

踏まえまして、環境アセスメントを早急に実

施するよう、国に対して働きかけを行ってま

いりました。 

 (4)でございますが、平成22年12月８日に

福岡高裁で佐賀地裁判決が支持され、菅首相

が上告しない方針を表明し、３年間の猶予後

に５年間の常時開放を命ずる判決が確定して

おります。 

 次に、平成24年度の取り組み実績でござい

ますが、平成23年10月に、国が公表した準備

書、これは環境影響評価結果の案に当たるも

のでございますが、これに対しまして、これ

まで提出した知事意見に基づき、関係市町や

学識者の意見も伺いながら意見を取りまと

め、知事意見として、昨年の５月11日に提出

しております。 

 意見の概要は、(ア)から(ウ)に示しており

ます。 

 ア、いずれの開門方法で実施する場合で

も、でき得る限りの保全対策を講じ、突発的

かつ不測の事態に迅速に対応できるよう準備

すること、イ、開門調査に当たっては、その

評価を含め、万全な調査体制を整備するこ

と、ウ、開門調査により、本県水産業へ被害

が発生するなどの事態については、補償も含

めた対応策を講じることとしております。 

 平成24年８月21日に、環境影響評価書が公

表され、これはおおむね知事意見に対応した

内容となっておりましたけれども、(ウ)の被

害発生の際の補償に関しては、明記されてお

りませんでした。 

 11月４日に、農林水産省から開門調査に反

対している長崎県に対して、開門調査を本年

12月に実施する旨の工程表が示され、同日、

本県への概要説明があった際に、開門により

水産業に被害を与えるなどの事態が発生し、

因果関係が明らかになった場合、国の責任に

おいて補償を行うとの回答がありました。 

 また、このとき、県としましては、開門時

期、国は12月という話をしておりますが、開

門時期がノリ養殖の盛期に当たるため、養殖

期間を外した時期に開門を実施するよう要望

しております。 

 11月22日に、九州農政局が、農林水産大臣

の意見を踏まえ、評価書の補正を行い、公告

しておりますが、これには被害が発生した場

合の補償について追記されておりまして、12

月21日に手続が完了し、評価書が確定してお

ります。 

 平成25年度の取り組みですが、開門の期限

が本年12月20日となっておりますが、今後の

国の動向を注視しますとともに、適切に開門

調査が実施されるよう、関係県や漁連等との

意見交換などを行いながら、必要に応じて対

応することとしております。 

 以上でございます。 

 

○森浩二委員長 次に、有明海・八代海再生

に向けた県計画に関する平成25年度事業につ

いて、説明をお願いします。 

 

○福田環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 資料68ページをお願いいたします。 

 再生に向けた県計画に関する平成25年度の
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事業についてでございます。 

 ２行目に書いておりますが、本議会に補正

予算案として御提案申し上げているものも含

めまして、事業数は60事業、事業費総額は約

198億円となっております。昨年度６月補正

後予算が56事業、約153億円でございました

ので、約45億円の増となっております。事業

費増の主な要因は、河川改修事業費や森林整

備促進対策事業費の増加などによるものでご

ざいます。 

 69ページ以降に個別の事業概要を添付して

おりますが、各課からの説明は省略させてい

ただきます。 

 説明は以上でございます。 

 

○森浩二委員長 次に、地球温暖化対策に関

する件について、地球温暖化に関する現状等

について説明をお願いします。 

 

○福田環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 資料83ページをお願いいたします。 

 地球温暖化対策の現状等について御説明い

たします。 

 まず、(1)の県の温室効果ガス削減目標の

達成状況でございます。 

 本県では、温室効果ガス総排出量を、平成

22年度に基準年度である平成２年度比で６％

削減することを目標としておりました。 

 下の図１をごらんください。 

 左の基準年度である平成２年度の温室効果

ガス排出量は1,114.5万トンでございまし

た。これに対し、中ほどの平成22年度の実績

は、排出量は1,129.4万トンと1.3％伸びてお

りますが、森林吸収源対策を含めますと1,01

8.2万トンでございまして、基準年度比8.6％

減となっております。図の右に示しておりま

す目標の1,047.6万トン、基準年度比６％削

減を達成いたしたところでございます。 

 84ページをお願いいたします。図の２をご

らんください。 

 総排出量の推移でございますが、1990年代

後半から総排出量は減少してきております。 

 一番右の2010年、平成22年度は、前年度よ

りも6.9％増加しております。増加した要因

といたしましては、平成21年度のリーマンシ

ョックからの景気回復局面の中で、製造業を

中心に生産活動が増加したこと、猛暑と厳冬

の影響で電力消費量が増加したことが要因と

して考えられます。これは全国的にも同じ傾

向が見られます。 

 85ページをお願いいたします。左の図３を

ごらんください。 

 部門ごとの排出量の割合を、平成２年度と

22年度を比較しております。排出割合の順位

は、どちらの年度も、産業部門、運輸部門、

家庭部門、業務部門、廃棄物部門の順となっ

ております。 

 右の表１は、部門別の基準年度からの伸び

率をあらわしたものですが、家庭部門が28.8

％増と伸びが大きくなっております。この要

因は、人口は減少しておりますが、世帯数は

増加が続いておりまして、家庭の基礎的な電

力消費が高くなっているということに加えま

して、エアコンやパソコンなどの家電製品が

普及拡大したことなどによるものでございま

す。 

 次に、(3)の本県の今後の削減目標につい

てでございます。 

 温室効果ガス削減に関する国際的枠組みで

すとか国のエネルギー政策が不透明な中、本

県といたしましては、昨年度策定いたしまし

た熊本県総合エネルギー計画に基づき、新エ

ネの導入促進と省エネの推進により、原油換

算100万キロリットルのエネルギー削減を目

指してまいります。 

 今後、国際的枠組みや国の政策が明らかに

なった時点で、目標の再検討を行いたいと考

えております。 

 (4)の国の状況でございますが、①の国の
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削減目標は、平成20年度から24年度までの期

間中に６％削減するとされております。 

 86ページをお願いいたします。 

 この目標に対しまして、平成23年度の排出

量は3.7％の増加となっております。ただ

し、これには森林吸収源対策が含まれており

ません。来年には、森林吸収源対策を含めた

目標達成状況が公表される予定でございま

す。 

 ②の国の今後の目標につきましては、３行

目でございますけれども、ことし11月に開催

されます第19回の締結国会議までに新たな目

標を定めることとされております。 

 ③の国の動向等でございますが、一番上の

平成21年９月に、国連で2020年までに25％削

減するといったことを表明されました。 

 しかしながら、一番下の平成25年３月のと

ころでございますが、11月のＣＯＰ19までに

25％削減目標をゼロベースで見直すとした方

針が決定されております。こうした国の政策

動向を注視してまいりたいと考えておりま

す。 

 (5)でございますが、平成21年３月に、本

特別委員会から温暖化対策に関する提言をい

ただいております。 

 この後、提言に沿った取り組み状況を御説

明させていただきます。 

 現状等の御説明は以上でございます。 

 

○森浩二委員長 次に、地球温暖化対策に関

する提言への対応について説明をお願いしま

す。 

 

○福田環境立県推進課長 87ページをお願い

いたします。 

 温暖化対策に関する提言に沿った取り組み

を一覧表にしております。 

 一番左の(1)から(4)までの提言項目に沿っ

て、各担当課から取り組み状況を順次説明さ

せていただきます。 

 引き続き、88ページをお願いいたします。 

 事業活動における取り組みの推進について

でございます。 

 いただいた提言は、１の①の提言の概要欄

でございますが、一定規模以上の事業所に対

し、排出削減計画を作成し、排出量の報告を

求めることなどを内容とする条例を制定し、

経済界と連携して、地球温暖化対策を着実に

進めることでございます。この御提言を受け

まして、平成22年３月に地球温暖化の防止に

関する条例を制定したところでございます。 

 ２の平成24年度の取り組み実績欄をお願い

いたします。 

 (ア)は、条例に基づく計画書制度の運用状

況でございます。３種類の計画書がございま

す。 

 ①の事業活動温暖化対策計画書は、概要欄

に記載しておりますが、一定規模以上の事業

者が、自主的に温室効果ガスの排出削減目標

を立てて計画的に取り組みを進めるものでご

ざいます。 

 ②は、従業員500人以上の事業所におい

て、エコ通勤に取り組むものでございます。 

 ③は、床面積2,000平米以上の建築物の新

築、改築、増築等を行う際に、建築主が環境

配慮計画書を提出するものでございます。 

 ３つの計画書ともに、任意に計画書を提出

する事業者もあり、提出数がふえておりま

す。この条例に基づく３つの計画書制度によ

りまして、事業活動に伴う温室効果ガスの削

減のための自主的な取り組みが促進されてい

ると考えております。 

 89ページをお願いいたします。 

 (イ)の事業者への情報提供や支援について

でございます。 

 (a)の熊本県ストップ温暖化県民総ぐるみ

運動推進会議は、温暖化対策に関する県民運

動の推進母体として設置しているものでござ

います。現在396団体が参加しておりまし

て、毎年、温暖化対策の取り組みについて協
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議を行っております。 

 その他、(b)の省エネセミナーの開催、(c)

のエコアクション２１導入セミナーの開催―

―なお、エコアクション２１と申しますの

は、ＩＳＯ14000シリーズを簡素化したもの

でございまして、コスト的にも中小企業など

が取り組みやすい環境管理システムでござい

ます。 

 さらに、(d)のライトダウンの取り組み、

あるいは(e)、(f)によりまして、市町村等へ

の再生可能エネルギーの導入や中小企業への

省エネ機器の導入支援などに取り組んでおり

ます。 

 90ページをお願いいたします。 

 平成25年度の取り組み予定でございます。 

 ただいま御説明いたしました24年度の取り

組みを継続して取り組んでまいりますが、

(g)、(h)、(i)に記載しております産業技術

センターへのビルマネジメントシステムの導

入、市町村の先進的取り組みへの支援、節電

効果を見える化するホームページの構築など

に新たに取り組んでまいります。 

 事業活動における取り組みの推進は以上で

ございます。 

 

○財津交通政策課審議員 交通政策課でござ

います。 

 資料は、91ページをお願いいたします。 

 公共交通機関の利用促進に係ります提言に

ついてでございます。 

 １の提言の概要ですが、運輸部門の温室効

果ガス排出量の半分以上を占めます自家用自

動車から公共交通機関への切り替えが促進さ

れますよう、ノーマイカー通勤運動の強化や

バス路線再編に係ります関係機関の協議への

支援、そしてパークアンドライドの普及促進

や公共交通機関相互の乗り継ぎの一層の円滑

化について御提言をいただいております。 

 92ページをお願いいたします。 

 ２の平成24年度の取り組み実績でございま

す。ポイントを絞って説明いたします。 

 まず、(1)ノーマイカー通勤運動の強化で

ございます。 

 (ア)でございますが、公共交通機関利用促

進のためのモビリティ・マネジメントの推進

につきまして、(b)でございますが、自家用

車から公共交通機関を利用した通勤への転換

を図るため、実証実験を実施しております。

ＪＲ豊肥線の光の森駅からセミコンテクノパ

ーク間を運行区間としまして、ことしの２月

１日から、平日１カ月間、路線バスにより１

日８便運行を実施しております。期間中、1,

382人の利用があっております。 

 次に、(エ)の電気自動車等の普及促進につ

きましては、まず、(a)でございますが、普

通充電器の設置について、一般からの公募や

各地域振興局からの推薦を受け、昨年度23カ

所に設置いたしました。また、(b)の急速充

電器につきましても、２カ所に設置をしたと

ころでございます。 

 次に、(3)乗り継ぎの円滑化でございま

す。 

 まず、(a)利用促進に向けた取り組みでご

ざいますが、93ページをお願いいたします。 

 (b)周知広報の④でございますが、エコ通

勤環境配慮に取り組んでいます従業員500人

以上の13事業所に対しまして、パークアンド

ライドの利用促進の働きかけや、パークアン

ドライド駐車場の認知度、利用の意向を確認

するため、自家用車で通勤しています従業員

に対しアンケートを実施いたしております。 

 次に、(イ)の普及促進に向けた取り組みで

ございます。 

 (b) パークアンドライドの駐車場の状況で

ございますが、右の表のように、現在10カ所

で実施しております。５月末の時点で、契約

台数349台で、稼働率は64％となっておりま

す。 

 次に、(ウ)のＪＲ豊肥本線を活用しました

空港ライナーの試験運行についてですが、平
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成23年10月の運行開始から、ことし３月まで

の利用者数は、延べ７万2,000人を超えてお

ります。また、１日の利用者数も着実に増加

しております。 

 94ページをお願いいたします。 

 平成25年度の取り組み予定でございます

が、引き続き、(1)のノーマイカー通勤運動

の強化に向けた各種取り組みや、(2)のバス

路線再編に係ります関係機関協議への支援を

してまいります。 

 また、(3)の乗り継ぎの円滑化についてで

ございますが、まず、(ア)のパークアンドラ

イドのさらなる利用促進を図るため、稼働率

が低い駐車場においては、昨年度実施しまし

たアンケート結果を検証して、必要な改良策

について駐車場事業者へ働きかけてまいりま

す。 

 また、(イ)ですが、パークアンドライドの

実施箇所の拡大を図ることを目的に、未設置

の駅、バス停についても、駐車場設置の可能

性を検討してまいります。 

 公共交通機関の利用促進につきましては以

上でございます。 

 

○福田環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 95ページをお願いいたします。 

 家庭における取り組みの強化についてでご

ざいます。 

 １の提言の概要でございますが、家庭部門

の排出量が増加していることから、一人一人

が省エネ行動を着実に実践することが重要で

あり、身近な省エネ行動の実践や省エネ家電

製品の購入を促進するため、民間活力による

県民の行動を促す仕組みの構築を促進するよ

うにとの御提言をいただいております。 

 ２の平成24年度の取り組み実績欄をお願い

いたします。 

 (1)ライフスタイルの転換に向けた啓発に

ついてでございます。 

 (ア)の県民総ぐるみ運動推進会議の開催、

(イ)の熊本環境フェアなどのイベントの開

催、(ウ)の地域の学習会への講師派遣、(エ)

の省エネコンテストの実施などにより普及啓

発を行っております。 

 なお、(ウ)のところに記載しております

が、昨年度は、新たに啓発冊子といたしまし

てくまもとらしいエコライフ学習帳を作成

し、県内全ての小学５年生に配付を行ったと

ころでございます。 

 96ページをお願いいたします。 

 そのほか、(オ)の地域の環境活動へのアド

バイザー派遣、(カ)のライトダウン、(キ)の

グリーンカーテンの普及、(ク)の温暖化防止

活動推進員による普及啓発などにより、県民

への普及啓発を行っているところでございま

す。 

 次に、(2)の行動を促す仕組みでございま

すが、(ア)の家庭における省エネ設備の導入

支援を昨年度から実施しております。また、

(イ)エコくまポイント制度につきましては、

例えば植林活動や環境教育セミナーへの参加

など、温暖化対策につながる活動に参加した

県民にポイントを付与し、協賛店で商品の割

引などが受けられる制度でございまして、本

県独自の取り組みとして、現在ＮＰＯ法人が

制度を運用しております。 

 97ページをお願いいたします。 

 平成25年度の取り組み予定でございます。

基本的に昨年度の取り組みを継続していくこ

ととしておりますが、２点だけ申し上げま

す。 

 １点目は、ライフスタイルの転換に向けた

啓発といたしまして、くまもとらしいエコラ

イフを県民運動として展開したいと考えてお

ります。これにつきましては、現在、県民総

ぐるみ運動推進会議の企画委員会におきまし

て、民間事業者やＮＰＯの方々と検討を進め

ております。 

 ２点目は、(2)の行動を促す仕組みの構築
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といたしまして、(ア)に記載しております九

州版炭素マイレージ制度の構築でございま

す。 

 これは、九州の官民が一体となりまして、

住民の省エネ行動に対してポイントを付与す

る仕組みでございまして、先ほど御説明しま

したエコくまポイントのいわば九州版といっ

たものでございます。 

 本県は、エコくまポイントを先行して実施

してまいりましたので、現在準備を進めてお

ります事務局の大分県にそのノウハウを提供

するなどして、九州各県の県民の環境保全活

動の促進につなげていきたいと考えておりま

す。 

 家庭における取り組みの強化については以

上でございます。 

 

○長﨑屋森林整備課長 森林整備課でござい

ます。 

 森林吸収源対策の推進でございます。 

 98ページをお願いいたします。 

 まず、１の提言の概要でございますけれど

も、県土の約６割を森林が占める本県におい

て、基準年の総排出量の8.1％に相当する森

林吸収源対策を実現するため、２点の御提言

をいただいております。 

 １点目が、間伐による森林整備の実施に当

たって、森林所有者の負担軽減に向けて取り

組むこと、２点目が、企業、法人における社

会貢献活動や環境問題への取り組みに対する

意識の高まりを踏まえまして、企業の森づく

りを促進することでございます。 

 いただいた御提言に対します取り組み実績

でございますけれども、２の平成24年度の取

り組み実績のところでございます。 

 まず、森林所有者の負担軽減でございます

けれども、各種の事業を実施しておりまし

て、例えば、(ア)の森林環境保全整備事業、

これは事業費の約68％を国、県が補助する事

業でございますが、この事業を活用しまし

て、除間伐で3,339ヘクタール、また、(ウ)

の針広混交林化促進事業、これは、森林所有

者による適切な整備が見込めない人工林にお

きまして、水とみどりの森づくり税を活用し

まして針広混交林に誘導するという事業でご

ざいますけれども、強度間伐を932ヘクター

ル実施しております。 

 また、２点目の企業の森づくりの促進でご

ざいますけれども、パネル展示やパンフレッ

トの配布等を行い普及啓発を行うとともに、

企業の森づくり活動による森林吸収量の認証

につきまして、14者に対して認証書を交付し

ております。また、五木村の県有林でござい

ますけれども、そこのクレジット認証につき

まして、間伐によるＣＯ2吸収量をカーボン

オフセットに取り組んでいる企業に向けて販

売をしております。平成24年度におきまして

は、55トンの販売をしたということでござい

ます。 

 99ページに行きまして、平成25年度の取り

組み予定でございますけれども、引き続き、

各種の事業を用いまして森林所有者の負担軽

減に努めるとともに、企業の森づくりの促進

に関しましても、森づくりの活動フィールド

のあっせんとか助言を行い、企業の森づくり

を積極的に支援するとともに、県有林のクレ

ジット販売も実施していきます。また、民有

林、私有林にも、このオフセット・クレジッ

ト制度の普及を図ることとしております。 

 森林整備課からは以上でございます。 

 

○森浩二委員長 次に、地球温暖化対策に関

する平成25年度事業について説明をお願いし

ます。 

 

○福田環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 100ページをお願いいたします。 

 平成25年度に取り組む事業を一覧にしてお

ります。太字で書いておりますが、本議会に
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補正予算として御提案しているものも含めま

して、事業数は55事業、事業費は約72億円と

なっております。昨年度６月補正後予算が約

63億円でございますので、約９億円の増額と

なっております。 

 事業費増の主な要因は、木質バイオマス発

電施設整備や森林間伐に対する支援、信号の

ＬＥＤ化推進など、国の経済対策に呼応した

事業の実施などによるものでございます。 

 101ページ以降に個別の事業概要を添付し

ておりますが、説明は省略させていただきま

す。 

 説明は以上でございます。 

 

○森浩二委員長 福田課長、大変お疲れさま

でした。 

 以上で執行部からの説明が終わりました

が、まず、産業廃棄物処理施設の公共関与推

進に関する件について質疑はありませんか。 

 

○西岡勝成委員 メガソーラーの件ですけれ

ども、県民発電所計画とも絡んでという話で

すが、もう屋根の面積が決まっているので、

大体メガソーラーを仮につける場合、どのぐ

らいの経費がかかって、どのぐらいの発電量

ができますか。 

 

○中島公共関与推進課長 屋根の面積が３万

平米ございますので、3,000キロワット、３

メガ、全面に張りつけますと、最大３メガの

発電量がございます。それで、仮にこれを設

置しますと、いろんな製品があると思うんで

すが、さらに十数億の設置費用がかかりま

す。あわせて、メンテの費用がかかりますの

で、20億に近いような費用になるわけですけ

れども、うちの試算によりますと、これを20

年間保ちますと大体ペイするというようなコ

ンサルの計算は出ておりますが、いかんせ

ん、10年、20年先は、なかなか単価的にも読

みが難しいというようなことで、今環境整備

事業団そのものが新たに20億弱の借金をして

設置するのが、果たして適当なのかどうか。

むしろ、最近全国でトレンドとなっておりま

す屋根貸しといいますか、場所貸しのほうが

リスクが少ないのではないかと個人的には考

えております。 

 一方で、先ほど申し上げましたように、県

のほうでも県民発電所構想が浮上してきてお

りますので、その構想とうちの施設とが合致

できるものであれば検討していきたいと思っ

ておるところで、もう設計は上がっておりま

すので、屋根貸しをしようと思うなら、公募

しようと思うならできる状態なんですが、少

し待っておるような、状況を見据えておるよ

うな状況でございます。 

 

○西岡勝成委員 地上に直接つくるメガソー

ラーと屋上につくる場合、要するに設計の中

につくれるように設計してあるわけですけれ

ども、単価はどうなんですか。 

 

○中島公共関与推進課長 ちょっと詳しい数

字はわかりませんけれども、先生おっしゃる

ように、それは地上のほうがメンテの費用は

安く上がるだろうと思います。ただし、なぜ

我々が屋根を目標にしておるかというと、や

はりシンボリックな施設というのも目標とし

ておりますので、地上よりも――いわゆる迷

惑施設と言われるあの施設に、いわゆる環境

のシンボルであるソーラー発電が乗れば、イ

メージも向上するのではないかという思いで

おります。 

 

○西岡勝成委員 シンボリックはいいんです

けれども、採算が合わぬと事業団も大変なこ

とになるので、その辺は十分検討されて対応

するのか、いろいろ検討して慎重にしていた

だきたいと思います。 

 以上です。 
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○氷室雄一郎委員 今のと関連しますけれど

も、地域防災拠点の整備というのも入ってい

ますけれども、これはもう既に計画の中に含

まれておるんですか。これから検討されるん

ですか。 

 

○中島公共関与推進課長 これからです。た

だ、今の設計の中で、構想の中で、万が一の

場合に、この施設に50人規模の備蓄をするよ

うな構想でおりますので、万が一の場合は、

この施設はそういう施設となり得ると。 

 ただ、防災施設ということになりますと、

市町村の計画といいますか、町の施設に指定

をするような手続が必要になるんだろうと思

いますが、その辺は、今後町のほうと協議し

てまいりたいと思いますが、一応設計の中で

は、構想の中では、50人の３日間ぐらいはあ

そこで耐え得るというような構想を持ってお

ります。 

 

○氷室雄一郎委員 ごく限られた部分の余地

の中での防災拠点としての役割を果たすとい

う、そのくらいしか考えられぬということで

すかね。 

 

○中島公共関与推進課長 先生がおっしゃる

ように、基本的には、第１次の避難場所は、

普通は近くの小学校であり公民館であるんだ

ろうと思いますが、一番、そこに仮に行き損

なった、行けなかった近隣の人たちの防災施

設になるのではないかということを考えてお

ります。 

 

○早川英明委員 今、西岡先生のほうからお

尋ねがありましたが、課長は約20億とおっし

ゃったですか。 

 

○中島公共関与推進課長 はい。 

 

○早川英明委員 地上のほうが高いわけです

か。 

 

○中島公共関与推進課長 申しわけありませ

ん。屋根と地上の比較は、先生、しておりま

せん。屋根に設置する前提で試算をしており

ますので、屋根と地上の比較は、済みませ

ん、現時点ではやっておりません。 

 

○早川英明委員 20億はかからぬとじゃなか

ろうかと、半分ぐらいでできるとじゃなかで

すか。今、普通いろんな地上で設計するの

は、そがんかからぬでしょう。 

 

○中島公共関与推進課長 先生おっしゃるよ

うに、今いろんな製品がございますが、大変

安い製品もあるようでございます。あるよう

でございますが、一応今県内でやるとするな

らばというようなことで、非常に低廉なやつ

は前提にしておりませんで、普通のこれまで

の当たり前の数字ではじいておりまして、特

にコンサルのほうが公共のほうですので、い

わゆる適正といいますか、普通の価格ではじ

いておりますので、少し、先生おっしゃるよ

うに割高感はあろうかと思います。 

 

○早川英明委員 少しぐらいじゃなくして、

普通の地上でするとの倍、今20億とおっしゃ

ったなら、倍かかるですよ。普通、大体１メ

ガ３億5,000万ぐらいですよ……（「そがんか

からぬ」と呼ぶ者あり）そやんもかからぬか

もしれぬ。３メガにしたって10億はかからぬ

と私はちょっと思うたけれども、20億とおっ

しゃったけん、どんなやつを建てられるのか

と思って。 

 

○中島公共関与推進課長 申し上げますが、

その数字には、メンテナンスの費用あたりも

込みではじいておりますので、そこはお含み

おきをいただきたいと思います。 
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○村上寅美委員 ちょっと関連。 

 あんたがつも、ざっとし過ぎるとるもん。

大体ね、九電あたりとかいろんなところ、ど

こに聞いても、大体１メガ３億というのが相

場になっとるごたるもんね。それが基準だろ

うと思うたいね、マックスで。その場合に、

例えば今３メガの話だけど、10メガとか20メ

ガとか大型になれば、それは若干落ちるんじ

ゃないかなと、普通、常識ではそう思うけ

ど、その辺はどうだい、見解は。県がどのく

らいマスターしとるか、それをちょっと聞き

たい。 

 

○山下エネルギー政策課長 今、村上委員が

おっしゃったように、通常、大体１メガ３億

程度というのが相場になっております。た

だ、場所によって、いわゆる九電の電柱との

系統連系の距離とか電線の状況等によって、

やはり場所によって変わりますし、また、そ

の土地の状態がフラットなのか、それともい

わゆる林地状態にあるのか、造成費用にどれ

ぐらいかかるのかということで違ってきます

けれども、委員おっしゃったように、１メガ

大体３億程度というのは、大体相場でござい

ます。 

 

○村上寅美委員 ちょっと関連でよかね。 

 それでたい、送電線の持ってくるまでの距

離で、これも大体１キロ１億ぐらいかかると

いうふうに書いとる。これは３億外だろう。 

 

○山下エネルギー政策課長 外です。 

 

○村上寅美委員 外だね。外として考えなき

ゃいかぬ。その辺ばはっきり言うとわかっと

たい。こっちは常識的なことを知りたいとい

うことで話しよっとだけんね。 

 

○森浩二委員長 精査して、また報告してく

ださい。 

 

○村上寅美委員 いやいや、よかです。もう

よか。 

 

○鬼海洋一委員 関連して。 

 この今後のスケジュールから見ると、今の

実質自社でやるのか、あるいはさっきお話が

あった屋根貸しでやるのか、あるいはそれも

含めてやるのかやらぬのかということについ

ては、早晩やっぱり結論を出さなきゃならぬ

ことだというふうに思います。 

 ただ、今お話の中身は、これはもうまこと

にアバウトな話ですから、県民発電所との関

連というお話もありましたが、つまり県民発

電所が仮にやるということになりますと、そ

こでファンドの会社を設立して、事業会社を

設立して、事業会社が乗るか乗らぬかとい

う、それから先の判断なんですよね。 

 そうすると、このスケジュールからすると

間に合わないという状況が出てまいりますの

で、今それぞれから御発言があっております

けれども、コストについては、今山下課長の

お話のとおりに、例えば場所次第によっては

電圧の安定器装置をつけなきゃいかぬと。相

当のコストアップ状況も出てまいりますか

ら、一慨には平面的に幾らなんていう話は、

今日だけでできないというふうに思いますの

で、その辺をできるだけ早く結論を出してい

ただいて、間に合うかどうかという判断も含

めてやっていくことは大事じゃないかという

ふうに思っておりますので、ぜひよろしくお

願いしておきたいと思います。 

 

○岩中伸司委員 関連して、ちょっとだけ。 

 本当、大変御苦労さんでしたと、まずは、

この公共関与による廃棄物処理場ができた、

ほぼことしの３月には協定を結んで具体的な

作業に入っていくということで、今ちょっと

問題になっている、この処分場を中心とした

地域の振興ですね。これは余り――特に環境
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保全協定の中と、その締結の内容と、ここは

別問題に考えていいんですかね。ここも含め

て、この協定の中に含まったということの理

解でいいんですかね。 

 

○中島公共関与推進課長 この地域振興策

も、一表として、環境保全協定書の中に一体

の物として入っておりますので、ここまで含

んだところで環境保全協定を締結しておると

いう御理解でお願いしたいと思います。 

 

○岩中伸司委員 だとすれば、ここは、私は

――この項目でそれぞれ書かれていますね。

今問題になっているメガソーラー導入の検討

まで含めて書かれてますが、ここは、この５

つだけでも具体的なものになって、ここでき

ちんと説明ができなければいけない内容じゃ

ないかなと思うんですが。これは全部見て

も、何かこうある意味では、地域振興のため

にこういうのがやっぱり願望としてあるよう

な、そんな捉え方にしかならないんですよ

ね。何か取ってつけたような言い方が多いよ

うな感じがして、その辺は地元も了解をされ

ているんですかね。 

 

○中島公共関与推進課長 今おっしゃってい

る(1)の①から⑤でございますが、これは、

今から具体的に――先ほどちょっと御説明申

し上げましたように、具体的に検討を進めて

まいりますので、先生おっしゃるように、決

して夢物語とは思っておりません。実現可能

なものばかりだというふうに私ども捉えてお

ります。地元の方にも、この部分は御理解を

いただいておるところでございます。 

 

○岩中伸司委員 それで、地域の関係では、

例えば、ここに説明いただいた道路整備では

10億円、それから町道では南関町へ５億円と

いうような具体的な数字ですが、この地域に

役立つ施設のこの金額、予算はどれくらいに

なりますか。 

 

○中島公共関与推進課長 ここはなかなか数

字にあらわせない部分もありますので、あえ

て数値化してないということでございます。 

 

○岩中伸司委員 大体わかりますが、数値化

できにくいんですが、これを進めていくとい

うことであれば、財源が幾ら要るのかという

ことも裏づけとしてないなら、ちょっと話に

ならぬなと思うんですよね。この大枠でもあ

るんじゃないですか、考え方は。 

 

○中島公共関与推進課長 例えば、これは少

し具体的に申し上げますと、①の環境教育拠

点ということにつきましては、今施設の設計

の中に環境学習ができるような構想が入って

おりますので、もう設計の中に入っていると

いうことでございます。ただ、環境教育を展

開していくソフトの部分については、今後予

算化していく必要があろうかと思っておりま

す。 

 それから、地域のコミュニティー活動拠点

という部分につきましては、まさに施設を開

放し、あるいは近隣の修景を整え、ここで地

域住民の方に集っていただく、利用していた

だくということでございますので、これは特

段の予算措置は必要ないと思っております。 

 それから、地域の防災拠点につきまして

は、これも既に設計の中に入っておりますの

で、改めて予算化する必要はないというよう

なことでございます。 

 それから、④の水供給拠点につきまして

は、渇水期に今ありますため池の水を農家さ

んへ利用していただくということでございま

すので、そういう万が一のときが発生したな

らば、近隣へ水を供給するということで、特

段の費用はかからないと。 

 それから、この５番目が、先ほどからの御

質問の件でございますが、このメガソーラー
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につきましては、確かに今後もう少し詳細な

積算をいたしまして、どれくらいかかるのか

どうかということで、まだこれは今後の検討

材料というようなことにしております。 

 

○森浩二委員長 よろしいですか。 

 

○岩中伸司委員 はい、大体わかりました。

問題は、ここには「メガソーラー導入の検

討」としてありますので、これは今からの検

討でしょうから、そこまでは具体的になって

ないということですね。ほかの分について

は、もう既にその施設そのものがそういうつ

くりになっているという理解でいいですね。

はい、ありがとうございました。 

 

○森浩二委員長 よろしいですね。ほかに。 

 

○吉永和世委員 済みません。公共関与完成

が、平成27年の秋ごろ供用開始なんですが、

九州産廃さんとの関係というのは、前回と変

わった点というのは何かあるんですか。 

 

○坂本廃棄物対策課長 今のところ、３者協

議をまだ継続中でございますので、環境保全

協定の中では、今現状のままでございます。

それをどのような形できちんと実行していく

かということが、今の大きな課題かというふ

うに認識しております。 

 

○吉永和世委員 九州産廃さんは、いつまで

だったですかね。平成26年……。 

 

○坂本廃棄物対策課長 最終処分場について

は、来年度の３月31日までということで、一

応保全協定上は書いてあります。27年の３月

31日。 

 

○吉永和世委員 完成が27年の秋、その若干

のずれはあるわけですね。じゃあ、このずれ

は、別にある民間処分場、オー・エスさんと

か、そういったところで対応をいただく、ま

た、そのオー・エスさんで対応できない部分

は……（発言する者あり）という形で対応す

るという考えでいいわけですか。 

 

○坂本廃棄物対策課長 基本的には、先生が

おっしゃったとおりになるかと思いますが、

唯一特例のところには、特例といいますか、

27年３月31日以降にも、菊池市長が特例とし

て認める場合とかという表現もございますの

で、その辺をどのような形で協議していくの

かということが問題かなと思います。 

 だから、やり方としては、基本的には今の

ほかの民間のところでやっていただくという

ことが基本になるかとは思いますけれども、

菊池市長の特認をどこまでするのかとかいう

課題はあるのかなというふうに思っておりま

す。 

 

○吉永和世委員 27年３月31日以降も営業は

できるという可能性もあるということです

ね。 

 

○坂本廃棄物対策課長 だから、基本的には

今の協定どおりで行きますとだめなんです

が、特認という制度を認めている関係で、で

きないことはないかもしれないと。ただ、そ

こは３者協議の中できちんと議論していくべ

き、どこで軟着陸させるかという話かなとい

うふうに思います。 

 

○森浩二委員長 公共関与については、もう

これでよろしいですか。 

  （｢はい」と呼ぶ者あり） 

○森浩二委員長 それでは次に、有明海・八

代海の環境の保全、改善及び水産資源の回復

等による漁業の振興に関する件について質疑

はありませんか。 
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○村上寅美委員 ちょっと２点ほど。14ペー

ジと、それから67かな。 

 これは、ちょっとさっきも事務局で尋ねた

んだけど、一番上の第１位と第２位の閉鎖性

て書いてあっとは、これは全国的なランクで

１位、２位ね。それでね、あれも書いてあ

る、八代海が32.49、有明海が12.89、この数

字の説明ばしてくれぬかい。 

 

○福田環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 まず、八代海が第１位、有明海が第２位と

書いておりますのは、全国の1,000平方キロ

メートル以上の海域の閉鎖度をあらわしたも

のでございますので、この規模以上の海域に

おいては、八代海が一番閉鎖性が高くて、有

明海が２番目というふうになっております。 

 この数字でございますけれども、海の一番

広いところの断面積と海の出口のところの断

面積、これを比較した数字でございます。海

の広さに比べて、その出入り口といいます

か、そこがどの程度の大きさなのかというも

のをあらわす指標でございます。 

 

○村上寅美委員 わかった。 

 それで、３位というか、一般的なところ

で、閉鎖性のところで、八代海、有明海との

対比をちょっと教えてもらいたいと思う。 

 

○福田環境立県推進課長 八代海が1,000平

方キロメートル以上の第１位で、２位が有明

海でございますけれども、３番目が鹿児島湾

で、４番目が青森県の陸奥湾というふうにな

っております。ちなみに、その次が東京湾、

そういった順番になっております。 

 

○村上寅美委員 わかりました。 

 それで、関連だけど、今度は水産に移るけ

ど、覆砂を、もう数年間、議会からの要請も

あって、みお筋とそれから覆砂用ということ

で、砂の採取ということもですけど、採取の

前に覆砂をやってるでしょう。何年間か、も

う３年か５年かね。その効果はどうね。効果

はどうですか、効果というか実績は。 

 

○原田漁港漁場整備課長 覆砂の効果という

ことなんですが……。 

 

○村上寅美委員 聞こえぬ、聞こえぬ。 

 

○原田漁港漁場整備課長 水研センターのほ

うで調査した結果がございまして、19年度に

造成した緑川河口域の覆砂漁場では4,508個

のアサリが分布して、周辺漁場の374個、こ

れは１平方メートル当たりですね、それに対

して10倍強という効果は上がっております。

平成７年度の緑川の覆砂漁場でも、同様に覆

砂漁場の効果というのは確認されておりま

す。 

 

○村上寅美委員 あのね、俺が尋ねたいの

は、これからが本当のあれだけど、有明海で

稚魚はまかぬでも生まれるわけたい、稚魚自

体は。河内あたりは、もう生まれるんです

よ。生まれるけど、全部ヘドロかぶって育た

ない。知っとるだろう、それは。 

 それで、私が言いたいのは、前からだけ

ど、これは有明海４県で環境対策をつくっ

て、特措法までつくってもらったけどね、や

っぱり実際漁民が困っているのは――10倍と

今言ったろう、あれがね。大体平成元年か２

年ぐらい、大体有明海だけでも６万トンぐら

いとれとったのね、最高は。それからすると

１割もとれてないということで、業として成

り立っていないんですよ、今は。 

 だから、その前に、このヘドロをどうする

かということで、熊本県だけではなくて、４

県でちょっと議論してもらいたいと思うんだ

よね。この辺のいろいろ書いてあるけど、抜

本的に構造改革をやらないことには、覆砂の
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効果がそんなに俺は出てないと思うよ。その

辺どうですか、課長。 

 

○平岡水産振興課長 水産振興課でございま

す。 

 有明海、八代海の漁獲量の減少の原因につ

きましては、特措法に基づきまして設置され

ております有明海・八代海総合調査評価委員

会というところが、平成18年に報告をしてお

ります。 

 その中で、減少原因につきましては、底質

の泥化、先生がおっしゃったように、底質の

泥化や貧酸素水塊の発生による生息環境の悪

化、それから稚仔魚の生育場である干潟、藻

場の減少等というふうな指摘があっておりま

す。 

 そういった中で、底質の泥化の問題につき

ましては、対策としては非常に重要な対策だ

というふうに思っておりますけれども、た

だ、広範囲にわたっているというような状況

もありまして、これの対策というのは、抜本

的に解決する方策というのは、費用の面とか

技術的な問題があって、なかなか実用化され

てないという現状があると思います。 

 

○村上寅美委員 わかりました。 

 それで、もう要望で答えは要らないけど、

いろんなことを言ってるけど、構造的なもの

として、やっぱり豊穣の海に返そうと思うな

らね、やっぱり中長期的な計画をどうすると

いうような方向性を国に強く要望してもらい

たいと思うんですよね。今言ってるように、

予算の関係もあるから、恐らく県事業では無

理だし、４県に入ってるし、環境問題もかん

でくるから、その辺は、もう要望しときま

す。答えは出ないから。 

 もう１点は、67ページの補償するて、諫早

湾の問題で、開門の問題で、(4)のところ

で、被害が生じたら補償を行うことを追記し

たというのは、これは補償を担保したわけで

すか。 

 

○平岡水産振興課長 開門が原因として、そ

ういった被害が生じたときに、その因果関係

がはっきりした場合については、国のほうで

補償するというような形で、環境評価書のほ

うには明記されております。 

 

○村上寅美委員 それでね、これはもう最高

裁だからどがんもできぬ話ばってん、たとえ

開けるとしても、12月というのはノリの最盛

期なんだよね。その辺は、あんたたちはどが

ん考えとるや。それが１点。 

 それから、補償の問題も、補償を原点とし

てすることじゃなくて、これは開けた場合ど

うなるかということを考えるならね、もうち

ょっと方法が――政権もかわったことだか

ら、最高裁というたっちゃ――いうたっちゃ

というといかぬばってん、やっとこの前０増

５減もしたばっかりで、どがんかならぬと

や、これは。大変なこてなるぞ、これは開け

どんしたなら。 

 これは、率直な話、局長はどがん考えとる

ね。漁民も、そう言ってるんだよ。今まで

は、こう振り上げとるけん、じわっとおろす

といかぬごたる形で、それが実態だから。 

 

○鎌賀水産局長 まず、開門調査につきまし

ては、もう熊本県の漁業者もそうなんです

が、一致した意見で、開門調査をやって有明

海再生の道を探るべきだということで、ずっ

と要望してきたことでございます。 

 

○村上寅美委員 当初はね。 

 

○鎌賀水産局長 はい。それで、最高裁の判

決が出まして、期限が12月ということになっ

ておりますけれども、それにつきましては、

この環境アセスメントが行われる前から、漁

業被害がないような開門調査の方法を考えて
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いただきたいということで、漁連などとも一

緒になって要望してきたところでございま

す。 

 国の環境アセスメントの結果は、今回国が

考えております制限的な開門でございますけ

れども、その開門方法では、熊本県の海域あ

るいは周辺のノリの漁場には、ほぼ影響がな

いというふうな結果が出てきております。 

 ただ、漁業者、熊本県の特に諫早湾の対岸

にあります荒尾市周辺の漁業者からは、以前

開門調査をやったときに、一月程度でした

が、そのときにも、熊本県側に諫早湾の中か

ら出てきたものじゃないかというようなもの

が流れ着いたというふうなことで、非常に心

配がありましたので、それで、開門調査をす

るに当たっては、万が一のときには補償をお

願いしますと、そういうふうなことで一言文

章を入れていただいたという経緯でございま

す 

 それで、12月の開門調査というのは、非常

に心配は心配なんですけれども、国のほうが

きちっと補償をする、その前には影響がない

というふうな結果も出てきておりますので、

それを私どもとしてはきちんと見守っていき

たいというふうなことだと思います。 

 

○村上寅美委員 答弁要りません。 

 結果が出てきておりますと言い切るべきじ

ゃないと思うんだよな。というのはね、結局

あれも、諫早湾自体があれで締め切っても、

潮流の変化も何もそれは学説的にはないとい

うことで進めたんだから。そう思うか、常識

的に。潮流というのは、これにも書いてある

ように、本格的なところは三角しかないでし

ょう。佐賀の一番奥まで回してもね。潮流の

変化が変わったということを漁民が言ってる

わけだから。学者は関係ないということで、

あれは埋め立てを開始しとるわけだけん。だ

から、その辺は、やっぱりこれは国の問題だ

けど、強く県の姿勢もやってもらいたいとい

うことを要望しとく。もういいです。 

 

○森浩二委員長 ほかに。 

 

○山口ゆたか委員 環境影響評価書が12月で

確定したということで、この「直接的な因果

関係」という言葉があるんですが、県として

も、その因果関係というのは扱われとって、

どういう影響があるのか、ちょっと皆さんど

う考えとらすか、まず１点聞きたいというの

と、私は、やっぱり諫早干拓のあそこにため

られたあの水の色とか、ちょっと見ただけ

で、なかなか黒いなという印象しかないの

で、そしてまた、冬に見てもあれだけ透明度

がないということであれば、かなりやっぱり

有機化しとるなという印象しかないので、そ

ういったことで、そこにたまっとる水の状況

がどういうことかということも心配になりま

すし、そしてまた、それを開門調査によって

流したことによって、どういう影響があるの

か、そしてまた、どういう調査をして直接的

な因果関係と断定していくのか、すごく気に

なっとっとですが、ちょっと説明をお願いし

ます。 

 

○平岡水産振興課長 影響につきましては、

先ほど局長からもちょっと御説明しましたよ

うに、平成14年度に１カ月程度の短期の開門

調査を行っておりまして、そのときには、対

岸のほう、本県の北部の干潟のほうに浮泥等

が堆積したと、そういった状況を聞いており

ます。そういった部分で漁業者が不安を感じ

ているという状況でございます。 

 それから、因果関係については、なかなか

難しいところではございますが、国のほうで

まずは調査をやられるだろうというふうに思

います。そういった中で、地元と協議を行っ

ていくというような形で国からの説明があっ

ております。 
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○山口ゆたか委員 皆さんが了承した、おお

むね了承した県知事の意見に沿った調査体制

というのは、どういうことをされるんです

か。 

 

○平岡水産振興課長 まず、調査地点の問題

ですが、それまでについては本県の海域のほ

うに調査地点が少なかったというようなこと

で、そういったところも要望してふやしてい

ただいたという状況がございます。 

 

○山口ゆたか委員 調査地点以外では、例え

ば物質がどうだとか、どういう形で調べられ

る……。今までどおり、このＢＯＤとかＣＯ

Ｄだけなのか。 

 

○平岡水産振興課長 調査地点が、大体100

地点ぐらい設けております。そういった中

で、水質とか、底質とか、潮の流れとか、そ

ういったものを、ずっと、まず開門の前に調

査をやると、１年間。それから、開門をした

後に５年間調査をやって、それを５年間した

ら門をまた閉じる形になっておりますけれど

も、閉門した後に１年間ほどまた調査を行う

というような形になっております。 

 

○山口ゆたか委員 じゃあ、因果関係がある

程度確定するまでは、かなりの期間がかかる

可能性があるということですね。 

 

○鎌賀水産局長 国の環境アセスメントの結

果といいますのは、調査自体が……。 

 

○山口ゆたか委員 アセスを聞いてるわけで

はない。 

 

○鎌賀水産局長 あらかじめ調査をやったそ

の結果によって、シミュレーションによって

いろいろ計算をしているということでござい

まして、そのシミュレーションの結果からは

影響はないというふうな国が評価をしている

ということでございまして、ただ、現実どう

いった問題が起きるかわからない、数値シミ

ュレーションで再現できる以外の部分もあろ

うかということで、万が一というふうな話

で、そのときには因果関係を調べてというふ

うな表現になっているという理解をしており

ます。 

 

○山口ゆたか委員 国が明記してくれたの

は、直接的な因果関係が認められた場合、補

償するということでしょうけれども、じゃあ

間接的だったら補償しないということになり

ますので、皆さんが考える直接的と間接的の

線引きだけはやっとかぬと、私はいかぬかな

と。やはりそれは県内の漁業者に影響があっ

たと、漁業に影響があったということがどう

いうことかは、皆さんでも主体的に考えてお

くべきだろうと思っておりますので、それは

要望しときます。 

 以上です。 

 

○内野幸喜委員 ちょっと関連して。 

 ちょっと確認なんですけれども、開門調

査、工程表では12月ということで、県として

は、その時期がちょうどノリの生産の時期で

すから、時期をずらしてもらうように要望し

た、結果として、その要望はもう聞き入れら

れなかったと、工程表どおりに開門調査をや

るということなんですかね。そこをもう一回

ちょっと教えていただきたいんですが。 

 

○平岡水産振興課長 先ほど言いましたけれ

ども、12月はノリの盛期に当たるということ

で、前倒しでやっていただきたいという形で

要望は行いました。その後、農政局のほうか

らもいろいろ説明に来られた際に、長崎県の

ほうの農業用水の確保という部分で、現在、

海水を淡水化するというようなことで計画を

して、長崎県といろいろ調整を進められてお
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りますけれども、なかなか難しいという状況

ということで伺っております。 

 

○内野幸喜委員 これも難しいんですけれど

も、先ほど因果関係とかありました。ちょう

どその時期に開門調査をやって、例えば色落

ちとかは別として、生産量が落ち込んだ場合

とか、その辺をちゃんと調査をしていく形に

なるわけですよね。 

 さっき山口先生の質問にあったけれども、

これはやっぱり結果としてすぐにはわからず

に、何年か後かしかわからないという形にな

るわけですね。そうしたときに、その補償を

やるということになるんですか。 

 

○鎌賀水産局長 なかなか、間接的な影響、

直接的な影響をどこで線を引くかというのは

非常に難しい問題でございまして、また今想

定されていますその環境への影響というの

は、熊本県側の影響というのはないというふ

うなシミュレーションの結果でございまし

て、それを今の段階で、どういう影響があっ

て、どういう場合はどれくらいの補償を要求

するのかというのは、今後の状況を見て、実

際のノリへの影響、そういったものを勘案し

ながら、今後の検討課題となると思います。 

 

○岩中伸司委員 関連して、いいですか。 

 ちょっとわからないんですが、諫早湾が締

め切られて、私は、その前と後、これが具体

的にもっと調査せんとわからぬということで

すが、潮流だけは、これは緩やかになったん

じゃないですか。そこだけちょっと確認がで

きますか。 

 

○平岡水産振興課長 確かに、その潮流速が

緩やかになったという報告があります。 

 

○岩下栄一委員 ちょっとほかのことですけ

れども、以前、トラフグの養殖でホルマリン

が大量に使用されて、いろいろ問題になった

ことがありましたけれども、この養殖漁業に

おける薬剤の問題ですが、ノリは熊本が生産

的に非常に大きなあれを占めてるし、贈答用

のノリはほとんど熊本産と言われているけれ

ども、ノリの養殖で酢酸系の酸処理剤を使用

されるじゃないですか。それが適正な量がど

れだけかわからないけれども、何かもう非常

に大量の酸性剤が使用されているということ

で、沖新とか向こうの西部地区の河川、小さ

な河川がもう真っ赤に染まって、これはやっ

ぱりどうなのかなという疑問を一市民として

持ったことがあるんですけれども、そういう

養殖における薬剤の適正な使用というのは、

何か水産庁の基準とか、そういうものはない

んですかね。 

 

○平岡水産振興課長 量の話でございますけ

れども、ノリにつきましては、窒素とかリン

とかを吸収して成長していくというようなこ

とで、この酸処理剤にはリンが含まれており

まして、このリンをノリ養殖で吸収してしま

う量を理想とするといいますか、例えば全漁

連とかでそういった形で使用目標を定めてい

るというところでございます。 

 

○岩下栄一委員 水産庁の基準とか県の基準

というのは、やっぱりあるんですか。守って

ないと、養殖業者が。 

 

○平岡水産振興課長 県の基準というのはご

ざいませんけれども、そういった使用量を、

そこに目標設定といいますか、そういった形

で目標を設定して、それに向けて使用量の削

減を図っていこうということで、漁連なり、

それから県内の生産者等でつくるノリ養殖生

産安定対策協議会の中で、そういった形が話

し合われて取り組みが行われているという状

況でございます。 
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○岩下栄一委員 河川がもう真っ赤に染まっ

ているという状態、それは海に注ぐわけでし

ょう、結局は。海洋汚染の関係はないです

か。問題ない。 

 

○平岡水産振興課長 河川の赤い水というの

は、これは酸処理剤とは関係ない状況でござ

いまして、これは、生産者が加工する段階で

ノリを洗浄したり、そういった段階で赤い水

が出てくるということで、これについても確

かに汚染につながっていく部分がありますの

で、これについても、きちんと処理を行うと

か、そういったことは進めていく必要がある

と思っております。ただし、酸処理剤とは関

係のないところで……。 

 

○西岡勝成委員 先ほどから出ていますよう

に、有明海、八代海というのは、我が国でも

１、２の閉鎖性の強い海域で、これでの改善

というのは非常に難しいと思うんですけれど

も、平成12年に大赤潮が出て、それから十数

年、特措法を含めていろいろ対策をやって、

きょうの説明にもありますけれども、海域環

境にいたしましても、漁業にしても、改善さ

れてないし、途中の変化はありますよ、あり

ますが、全体的に余り、横ばいのような状態

と、漁獲量は、ずっと右肩下がりといいます

か、そういう状況が続いてるんですが、その

一つの大きな原因は、私は、海砂利採取をや

っぱり過大な採取をとめ切れなかったという

のは大きな原因であると思うし、２億円ぐら

いの罰金じゃ到底考えられないような多額の

損害をやっぱり熊本県の水産に与えたと思っ

ているんですけれども、そういう中で、それ

は終わったことですから仕方ないにしても、

今後、藻場の造成なり、二枚貝の育成とか、

いろいろな対策、排水の処理にいたしまして

も、いろいろ、ことしも200億近くの金を関

連予算として組んでやっていくわけですけれ

ども、ぜひ、先ほどの藻場、それと二枚貝、

クマモト・オイスターも含めて、真珠の貝に

しても、アサリにしても、これはやってほし

いと思うんですが、アサリの垂下式の養殖、

この前私もテレビで見て、広島だったですか

ね、で垂下式での可能性が出てきたというよ

うな話で、きょうもさっき説明がありました

が、それをもうちょっと具体的に説明してい

ただいていいですか。 

 

○梅﨑水産研究センター所長 アサリの垂下

式養殖につきましては、網かご、いわゆる水

が通るかごなんですが、そういう中にアサリ

を入れまして、それを海中につるしておい

て、その成長を見るということなんですが、

通常は、アサリといいますのは干潟域におり

まして、干満の影響を受けます。 

 つまり、満潮のとき、潮が満ちているとき

は、水の中から餌となるプランクトン等を食

べることができるんですが、干潮のときは、

その水がないということで、その間はちょっ

と餌が食べられないと。そういう中で、海面

というか水中で常に飼育状態にしておけば、

常に餌を食べられるということで早い成長が

期待できるわけです。 

 そういう観点から、昨年も試験を行いまし

て、成長は、順調に成長したと。ただ、生残

率が３割程度ということで、もう少し上げら

れないかなと思っております。ことしは、さ

らにその改善した養殖手法について研究する

予定です。 

 

○西岡勝成委員 瀬戸内海では、最近余り赤

潮の話は聞かなくなってきました。あっとり

ますか、まだ。被害がないのかな。 

 

○鎌賀水産局長 瀬戸内海でも大きな被害は

最近出てないんですが、昨年も愛媛とかでは

被害が出てます。 

 

○西岡勝成委員 他県の、先ほど例を挙げて
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いた錦江湾にしても、いろいろ閉鎖性の海域

が多い中で、やっぱりいろいろなものを学び

ながら、ぜひ、この有明海、八代海、非常に

閉鎖性が高いことはわかっているんですけれ

ども、その並大抵の努力じゃ豊穣の海を取り

返すというのは難しいと思うんですね。た

だ、思い切った政策をいろいろ積み重ねてや

っていく必要があるので、ぜひ、あるいは採

取された分を取り戻す対策をやってほしいと

思います。 

 

○鬼海洋一委員 今、西岡先生と同じ質問を

しようというふうに思とったので……。 

 アサリの養殖で水質を改善するということ

で、カキ殻を、カキ殻だんごを詰めてやった

ところが、それが思っていなかった結果とい

いますか、大量のアサリがその中で育ってい

たという。２、３日前のテレビに出てました

よね。今、水研の所長のお話があったのは、

そのことですか。そういう意味での研究とい

うのは、今どれくらいなされているんでしょ

うか、我が県では。 

 

○梅﨑水産研究センター所長 垂下式養殖と

いうのは、先ほど言いました海中にかごに入

れて飼育するやり方ですが、そこにも、その

物質といいますか、ケアシェルといいます

が、それを使って試験をやります。あと一つ

は、その干潟域にケアシェルというその物質

を入れて砂利をまぜますが、それを網袋の中

に入れて干潟に置きますと、そこにアサリの

幼生が入ってきて、そこの中で順調に育つと

いう、そういう結果が得られております。し

たがいまして、私どもも、ことしいろんなと

ころで試験をやる予定でございます。 

 

○鬼海洋一委員 覆砂が非常に大きな改善の

ための取り組みの一つであることはかわりな

いわけですけれども、そういうテレビの報道

を見ながら、ほかにもあるのかなというふう

に思って、そういう多面的な研究を、特に水

研センターを中心にやっていただきたいとい

うことを申し上げておきたいと思います。 

 あと１つ、ちょっと奥薗課長に。 

 これは49ページ、つまり処分結果に基づく

過料を課したわけですね。この徴収状況はい

かがですか。 

 

○持田河川課長 今委員御質問があった過料

とそれから不当利得返還、この２つがあるん

ですけれども、一応全額納入していただくと

いう県の姿勢は、これは変わらないんですけ

れども、行政処分がありまして、納期限が大

体４月の中旬に来ました。この場合、まだ納

付がありませんので、督促状を出しまして、

その後、その督促状の期限が４月30日に来ま

した。 

 ですので、それ以降は、こういった業者の

方々を訪問して、過料とそれからこの不当利

得返還金、この納付を催告して、もし納付が

ない場合は、最終手段としての強制執行、こ

れも行わざるを得ないということを伝えまし

て、その前提となる財産調査ですね、そうい

うものを今やっているという、そういう状況

でございます。 

 

○鬼海洋一委員 これはもう何回もこの委員

会の中でも議論をしましたし、ある意味で

は、我々委員、怒りを持って、この状況を眺

めて、そしてまた御意見を申し上げました。

そのときには、取れるような感じの答弁もあ

ったわけですけれども、私は非常に厳しいと

いうふうに見ておりました。 

 結果、予想どおりにそういう状況だという

ふうに思っておりますが、例えば事業停止期

間が５カ月とか４カ月とかありますけれど

も、こういうもの等を含めて、やっぱり約束

したものは完全に徴収するという、その決意

でもって、まずは取り組んでいただきたいと

いうことを、きょうの段階では申し上げて、
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また、その結果については、改めて関心を持

って見させていただきたいと思っています。 

 

○山口ゆたか委員 ２月のこの委員会で、骨

材とか覆砂材としての砂の確保が、独占とか

寡占状態じゃないかということをちょっと指

摘させて、改善していただく要望をさせてい

ただいたんですが、今の段階でどのような状

況でしょうか。 

 

○奥薗産業支援課長 海砂利につきまして

は、県内からとれなくなりました。したがい

まして、長崎産とか、佐賀産とか、そういう

ところから買っておりますので、そこの商社

といいましょうか、取り扱い業者が、先ほど

委員がおっしゃったように、寡占状態という

ふうになっていると思います。ただ、県内の

砕石等から出てくる砂ですね、そういうのは

かなりの業者数がございます。 

 

○山口ゆたか委員 主に、いろんな形で、納

入場所ですよね。山口とか、かなり流動的に

動いていただいた等も大事だと思いますが、

取引する上で、皆さんが独占状態を容認して

おくというのは、いい環境ではないと思っ

て、そのときは要望させていただいて、改善

さすだろうということだったので、そのあた

りは頭に置いて今後取り組んでいただければ

と思います。 

 以上です。 

 

○森浩二委員長 最後でよろしいですか。 

 

○吉永和世委員 関連で。 

 不法採取された業者がおって、業者はもう

どうでもいいんですが、その業者がとった県

内産の砂というのは、もう全く県内にないと

思っていいんですか。あるんですか。 

 

○西田土木技術管理課長 土木技術管理課で

ございます。 

 特に県内産の海砂を大量に使用していた生

コン関係ですけれども、まず、宇城、八代、

それから天草地域で八代海産の海砂は骨材と

して使用されておりました。八代と宇城につ

きましては、もう３月で底をつきまして、４

月から県外産の山口産の海砂に転換しており

ます。天草地域におきましては、若干まだス

トックが残っておりましたが、大体今月中で

もう全て切りかわったと、県外産に切りかわ

ったというふうに聞いております。 

 

○吉永和世委員 じゃあ、もう県内産の砂

は、もうゼロ。 

 

○西田土木技術管理課長 はい。そう考えて

いただいて結構です。 

 

○森浩二委員長 よろしいですか。 

 有明海・八代海の環境に関する件は、この

辺で終了したいと思いますけれども、もう２

時間を超えましたので、休憩をしたいと思い

ますが、よろしいでしょうか。じゃあ、１時

15分まで休憩いたします。 

  午後０時16分休憩 

――――――――――――――― 

  午後１時16分開議 

○森浩二委員長 休憩前に引き続き環境特別

委員会を再開します。 

 それでは次に、地球温暖化対策に関する件

について質疑はありませんか。 

 

○鬼海洋一委員 ちょっと教えていただきた

いと思って、一番最後のオフセット・クレジ

ット制度、55トンという話がありました。こ

れは参考までに、名前は言えんかもわからぬ

けれども、どういうところで、どういう企業

が、このクレジット制度をやられたのか。 

 

○長﨑屋森林整備課長 森林整備課長でござ
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います。 

 オフセット・クレジットの実績なんですけ

れども、具体的に資料の98ページには４つ書

いておりますけれども、このうち、２番目と

４番目の西部ガスさんと熊本産業文化振興株

式会社は、具体的に申しますと、あるイベン

トを、会社がイベントをやるのに、そのイベ

ントで排出される二酸化炭素量に相当する吸

収量を買って、それをそのイベントのときに

ＰＲして、このイベントはカーボンニュート

ラルですよというふうにイベントのＰＲに使

うというのが、２と４でございます。 

 あと、３の河津造園さんは、この会社さん

は、非常にカーボンニュートラルということ

で会社を挙げて取り組んでおられまして、具

体的に言いますと、自社のペレット工場なん

かで排出される二酸化炭素に相当する量を、

この森林吸収源として買い取ることによっ

て、吸収と排出がゼロであるというような企

業のＰＲとしてやっておられるということで

ございます。 

 １番目の推進協議会さんは、これは具体的

に言うと、実質的にはお菓子のカルビーの会

社でございまして、これは、カルビーとし

て、環境貢献をＰＲするという一環としてＣ

Ｏ2の取引に参画されているということでご

ざいます。 

 

○鬼海洋一委員 どこから、どれくらいの金

額なんですか、これは。 

 

○長﨑屋森林整備課長 24年度の実績で言い

ますと、55トンで販売金額は54万円というこ

とでございますので、１トン当たり１万円と

いうことでございます。 

 

○鬼海洋一委員 ありがとうございました。 

 

○森浩二委員長 ほかにありませんか。 

 

○村上寅美委員 いいですか、１点だけ。98

ページ。 

 提言の中で、１番目の下のほうに、二酸化

炭素の件について、証明制度の活用と企業の

森づくりを促進するということね。これに対

して、国有林。国は、例えば企業がやりたい

と言って、ＮＰＯも含めて、そういうのでや

りたいと言った場合は、国有林を提供という

か、買収に応じるの。 

 

○長﨑屋森林整備課長 国有林は、企業がこ

ういう森づくりをしたいという場合は、例え

ば、土地を貸し付けたり、あるいは分収林契

約として契約を結んで取り組む事例はござい

ますけれども、今先生が申されました売ると

いうことに関しては、聞いた範囲では、森

林、国有林そのものを売るということはして

いないというふうに聞いております。 

 

○村上寅美委員 なら、提携だな。 

 

○長﨑屋森林整備課長 そうです。 

 

○村上寅美委員 提携の形なんだよね。は

い、わかりました。 

 

○緒方勇二委員 今国有林の話が出たので、

ちょっとお尋ねしますけれども、うちは球磨

郡に国有林がたくさんあるんですが、隣の県

の宮崎県、鹿児島県、川内川、それから大淀

川の源流を抱えているところでもあります。

そこの頂上は全て国有林ですが、そこのブナ

林がブナの南限なんですね。全部倒れまし

た。 

 その後、実生からブナが育っているんです

が、全て鹿にやられるんですね。その下に今

度は県有林の水源涵養林があるんですが、い

ずれにしても国有林ですから手が出せない状

況にありますけれども、ＣＯ2の吸収源、あ

るいは鹿対策も当然なんですが、結局水源の
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涵養をしている地区なんですね。これを何と

か――国有林ですからと、すぐ言われるんで

すが、何としてもそこをどうにかしないと、

水口でもあるし、あるいは吸収源でもある

し、災害も起きますし、いろいろ支障を来し

ているんですね。 

 これはもう要望としか言えないのかもしれ

ませんが、基本的に国の方向性とすれば、例

えばこういうクレジット制度があって、企業

がそういうところに植林とか鹿被害の対策を

するとか、いろんなことでカーボンニュート

ラルにしてくれるということであれば、そう

いうことが参画できるんじゃないかなと思っ

たりもするんですが、何か答えでもあればお

っしゃっていただけませんか。 

 

○長﨑屋森林整備課長 国有林は、当然国が

やっていることでございますけれども、今年

度から、国有林も一般会計になって企業経営

から脱却したという話も聞いておりますし、

熊本県と森林管理局とも常日ごろから意見交

換しておりますので、今先生御指摘の点は、

具体的にまた森林管理局等に、地元からの要

請としてこちらのほうから意見を申し述べる

なり対応したいと思っております。 

 

○緒方勇二委員 森林管理局のほうが、もう

鹿が適正頭数を超えたと言ってますよね、５

倍、６倍とですね。駆除対応の専従班をつく

り上げないともう無理だというような提言も

出てますから、そういうところに企業も参画

して、結局吸収源を育てるんだというような

ことで、もうちょっとその辺も柔軟に対応し

ていただいて、企業も、あるいは県民も、み

んなで参画できるような、千年の森をつくり

上げるような、そんな取り組みの提言をぜひ

やっていただきたいと思います。これは要望

です。 

 

○森浩二委員長 ほかに温暖化について質問

は。 

 

○岩下栄一委員 ちょっと教えてください。 

 化石燃料の中で、メタンガスはＣＯ2の排

出量は非常に少ないと。ＣＨ4ですか、とい

うふうに聞いたことがあるんですけれども、

そのＣＯ2排出量はほとんどないというのは

本当ですかね。 

 

○福田環境立県推進課長 申しわけございま

せん。どの種類の温室効果ガスが、どの程度

のＣＯ2換算でたくさんの排出をしているか

というデータは、済みませんが、持ち合わせ

ておりません。 

 

○岩下栄一委員 コージェネレーションとい

うかな、ガスの活用でＣＯ2を削減するとい

うようなことですたいね。やがて日本は、日

本の行く末を決定するのはメタンハイドレー

トだと言われているけれども、その点はどう

かなと思ったものですから。じゃいいです、

別に。 

 

○森浩二委員長 よろしいですか。ほかにあ

りませんか。 

 なければ、次のその他の項目に入りたいと

思います。その他として何かございませんで

しょうか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり） 

○森浩二委員長 なければ、ここで、PM2.5

関係につきまして、県民の皆様方の関心も高

いところでもあり、私から執行部に状況につ

いて報告をお願いしておりますので、ここで

説明を求めたいと思います。 

 

○松田環境保全課長 環境保全課でございま

す。 

 今別紙で配付させていただいております両

面１枚「PM2.5の対策について」で御説明を

させていただきたいと思います。 
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 まず、１のこれまでの状況でございます。 

 (1)のPM2.5の観測体制の現況でございます

が、県では、平成22年度から、益城町役場に

おきまして観測を開始しました。 

 現在、熊本市２局を含む18局で観測を行っ

ております。県内の測定局の配置や年度ごと

の増設状況については、裏面の図１に記載さ

せていただいております。 

 さて、ことしに入りまして、中国でのPM2.

5による深刻な大気汚染が問題になり、国内

でも大陸からの越境移流が確認されるなど、

県民の関心も高くなり、健康への影響の不安

も高まってまいりました。 

 (2)の国及び県の取り組みについてでござ

いますが、国は、２月末、PM2.5の注意喚起

の暫定指針を定め、本県も、この指針に基づ

きまして、他県に先駆けて３月５日から注意

喚起の対応方針の運用を開始したところでご

ざいますが、その初日に注意喚起の判断基準

に達したことから、全国初となる注意喚起の

情報を発信し、これまで５回の注意喚起を行

っているところでございます。 

 注意喚起の判断基準につきましては、午前

５時から７時までの各１時間値におきまし

て、各測定局のうち１局でも85マイクログラ

ム・パー立方メートルを超えている場合、そ

の日の１日平均値が70マイクログラムを超え

ると予想されると判断いたしまして、屋外の

機会がふえる日中の参考情報として８時まで

に注意喚起の情報を行うものでございます。 

 (3)の国の動きでございますが、越境移流

につきましては、国際的なこともあることか

ら、国におきましては、本年５月、日中韓３

カ国環境相会合が開催されまして、PM2.5を

含む越境大気汚染などの環境問題について、

科学研究や排出抑制に関して協力する共同声

明が採択され、関係国が連携して取り組むこ

とになっております。 

 ２の今後の取り組みについてでございま

す。 

 まず、観測体制の強化につきましては、本

議会におきまして提案中の予算によりまし

て、県の大気観測局、現在20局、熊本市も含

めてありますが、PM2.5の測定局を備えてな

い４カ所に測定機を整備いたします。さら

に、大気環境測定車にも測定機を設置しまし

て、県内一円の状況を把握するとともに、県

大気環境情報専用ホームページ、通称テレメ

ーターと呼ぶんですが、こういったものの改

修などを行い、県民へのきめ細かな情報提供

に取り組んでまいりたいと考えております。 

 次に、(2)の大気汚染常時監視システムの

更新及び保守体制の強化についてでございま

す。 

 これまで、測定機器や通信機器のふぐあい

や昆虫侵入など外的要因でトラブルが発生

し、御迷惑をおかけしておりますが、まずは

日常の保守点検をさらに徹底してまいりたい

と思います。 

 また、本年度、大気汚染常時監視システム

を全面的に更新することとしておりまして、

これにより改善が図られると考えております

が、機器などの不具合も迅速に対応できるよ

う、保健所等の関係機関と連携した保守体制

の強化に取り組んでいくところでございま

す。 

 裏面をお願いいたします。(3)の調査研究

でございます。 

 本年度からPM2.5の成分分析に着手いたし

まして、PM2.5の物質構成や発生源の解明、

県内への影響など、保健環境科学研究所や県

内の大学と連携して検証を重ねるとともに、

国や九州各県と連携した調査研究に努めてま

いります。 

 また、PM2.5は、観測を始めて日が浅く、

知見やデータが少なく、越境移流など全国的

な問題があることから、国への要望としまし

て、中国大陸からの越境汚染による影響の解

明、注意喚起の予測精度の向上、県民の不安

解消のための情報提供などを、ことし７月開
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催予定の全国知事会を通じて国に要望してま

いるところでございます。 

 環境保全課は以上でございます。 

 

○森浩二委員長 ただいまの報告について何

か質疑はありませんか。 

 

○早川英明委員 １つ教えてください。 

 このPM2.5、この言葉ですたいね。PMとい

うのは、大体値として、先ほどは水質のＣＯ

ＤとかＢＯＤとか説明がありましたが、ppm

のどのくらいの値になるわけですか。 

 

○松田環境保全課長 PM2.5というのは、こ

れは粒子の大きさをあらわしているものでご

ざいます。比較するとしたら、私たちの髪の

毛が大体70マイクロぐらいありますので、こ

の粒径からいうと30分の１ぐらい、私たちの

髪の毛の30分の１ぐらいということで考えて

いただけたらと思います。 

 

○早川英明委員 いや、今私が言うたのは、

ppmとの兼ね合いはどうですかと、その値か

らすれば。 

 

○松田環境保全課長 ppmは濃度の単位でご

ざいます。こちらは長さですので、濃度と長

さで、ちょっとその使い方としてはppmであ

らわすことはございません。 

 

○早川英明委員 長さといいますと、結局、

その髪の毛の……。 

 

○松田環境保全課長 直径です。 

 

○早川英明委員 直径の長さ――の2.5とい

いますと、その……。 

 

○松田環境保全課長 30分の１ぐらいです。 

 

○早川英明委員 それから聞かんとしゃが

な。わかりました。 

 

○岩下栄一委員 済みません。健康への影響

ということで、外出を控えろとか、いろんな

県民の不安を醸し出すことが流されているけ

れども、具体的に、この場合の健康被害とい

うのは、どんな被害があるんですかね。 

 

○松田環境保全課長 粒径が、今申し上げま

したように、すごく微小な粒子ということ

で、2.5マイクログラムということで、すご

い小さい。それで、呼吸器系、いわゆる小さ

いので、肺の奥まで入ってしまう。すると、

呼吸器系に疾患がある方、ぜんそくだとか、

そういった方への影響、それからもっと進み

ますと、肺の血管から毛細血管に入りまし

て、循環器系の障害を持っている方にも影響

を及ぼすと言われているようなものでござい

ます。 

 

○岩下栄一委員 わかりました。やっぱりも

うきょうは余り外に出らぬぞというような感

じで用心しますね。それで自分で自分の身は

守らんといかぬけれども、ただ、やっぱり中

国って本当に迷惑な国だなと思うのは、いろ

んなものがやっぱり国境がないから飛んでき

ますからね、昔から。黄砂とか。 

 それで、放射能の問題とは全く別の次元で

すけれども、放射能に非常にデリケートにな

ったですね、日本人は。それで、中国の核実

験というか、原発とかいうのが、もし事故を

起こした場合に、中国の放射能がもろに日本

に来るんですけれども、放射能のモニタリン

グポストは５カ所かな、県内に設置されてい

るということで、監視体制はできております

けれども、PM2.5の監視体制も18カ所も観測

地点を設けたということですけれども、学校

なんかに設置されてないんですかね。 
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○松田環境保全課長 熊本県内の場合、今18

カ所の測定箇所、県の監視局は、そのうち16

ございますが、そこについては、全て市町村

役場、また保健所、こういったところが主な

ところとなっております。したがいまして学

校のところには設置しておりません。 

 

○岩下栄一委員 ありがとうございました。 

 

○西岡勝成委員 関連していいですか。 

 異常な数値が出てきた場合の数値は、学校

とか、保育園とか、幼稚園とか、そういうと

ころはどうなっていますか。 

 

○松田環境保全課長 １時間値が85マイクロ

を超えるというときに注意喚起を出すという

ことで今定めておりますが、こういった事態

になったときは、まず、関係機関、いわゆる

県庁内の教育庁だとか、関係機関初め市町

村、それから、ぜひ報道機関のほうにもお願

いいたしまして報道していただきます。学校

のほうには、市町村あるいは教育機関、そう

いったところから連絡していただくと、そう

いうことでお願いをしております。 

 

○西岡勝成委員 ちゃんとそのシステムはで

き上がっているわけ。 

 

○松田環境保全課長 はい。システム的に

は、このPM2.5につきましては、ことしこう

いった話題になったわけでございますが、そ

の前、平成18年に、光化学オキシダントとい

うのが県内で初めて確認されました。その

後、平成20年に、そういった観測体制だと

か、あるいは周知体制、こういったものを全

部見直しまして、毎年、それ以降、大気のそ

ういった伝達訓練、こういったものを開催し

て、ことしも４月12日に開催しております。 

 

○西岡勝成委員 私も幼稚園の理事している

んだけれども、そこで聞いたら、知りません

と言うので、ちゃんとできるようにしとかん

といかぬな。 

 

○松田環境保全課長 しっかりそこら辺はフ

ォローさせていただきます。 

 

○内野幸喜委員 岩中先生がいらっしゃるん

ですけれども、この前、玉名で行政懇談会が

あって、その際、荒尾の前畑市長からも話が

あったんですけれども、荒尾の測定機が基準

値を超える日があって、注意喚起の情報を出

すと。そうすると、荒尾市内の方が外出等を

控えることが多くていろんな影響が出ている

と。そもそも測定機器の数値は、これは正確

なものなのかと。特に、荒尾がそういう日が

やっぱり多いと。ほかの地点ではそうでもな

いのにと……。 

 

○松田環境保全課長 内野委員の今のお話で

ございますが、今回注意喚起を発出しました

のは５回と申し上げましたように、３月５

日、それから４月はございませんでしたけれ

ども、５月14日、５月22、23、それから24と

いうことでございます。 

 このうち、荒尾局が対象といいますか、85

を超えた日が３日間ございました。それで、

そういったお話も私たちのほうにも聞こえて

おりますし、それについても、特に荒尾局が

高いんじゃないかということにつきましても

検証させていただいております。近くに福岡

県の大牟田局、それから熊本県におきまして

は有明保健所、こういったところに近い測定

局があるわけですが、濃度の濃さというのは

ちょっとありましたけれども、同じ挙動とい

いますか、同じ動きをしているということ

で、測定機そのものについては問題はないと

思っております。 

 ただ、御承知ではあるかと思いますけれど

も、荒尾局のところはちょっと四方に囲まれ
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たところにございます。設置基準というのが

きちんと決められておりまして、建物から３

メーター以上離しなさいとか、あるいは空気

を取り入れるところの高さが３メーター以上

10メーター以内ということで決められている

わけでございますが、今の荒尾局につきまし

てはそこを満たしております。 

 ただ、何せそこだけの挙動的なものとして

は、現在のところちょっとわからないという

のが本当でございますが、これについて検証

を重ねて今まいってますけれども、さらに、

今回大気環境測定車、移動測定車を導入いた

しまして、そこにまた配備して、そういった

のを複数の比較検討をするとか、そういうこ

とで今後対応してまいりたいと考えておりま

す。 

 

○岩中伸司委員 関連してよかですか。 

 これは、もともと私も、この幽霊のごたる

存在でわからぬと、PM2.5というのは。よく

言われるように、中国大陸から風に乗ってと

いうか流れてくるものですかね。もともとの

ところ。 

 

○松田環境保全課長 PM2.5については、観

測を始めまして22年からいわゆる３年、これ

まで３年ぐらい観測を始めております。デー

タ的にはなかなか蓄積がないということで、

アメリカでは、かなり前、10年ぐらい前か

ら、これについては環境基準も定め、今され

ていますけれども、日本でも環境基準を定め

るための測定をされてまいりました。 

 もともとPM2.5の発生源というのは、工

場、事業場からの排出ガスだとか、あるいは

自動車の排出ガス、こういったものから排出

されるということで、今回、今県内に16カ所

の測定局を整備しているのは、こういったい

わゆる地域の状況を把握するというのが第一

目的でございました。しかし、今回１月の中

国からの移流が確認されたということで、今

回さらに増設をして、越境に対した体制をし

ようというようなことになっているところで

ございます。 

 

○岩中伸司委員 そうすると、やっぱり中国

大陸からということじゃなくて、今課長の説

明があったとおりに、いろんな諸条件の中で

こういう物質が発生しとるということであれ

ば、我々がこれまで知らなかっただけで、10

年、20年、30年前も、こういうのがあったと

いうことで理解しとっていいですか。 

 

○松田環境保全課長 はい、そうです。 

 

○岩中伸司委員 そうすると、荒尾だけ高い

数値というのも、それは設置の場所の問題が

玉名では議論になったんですが、ただ単なる

そのことじゃないような気もするし、今後研

究の課題だなというふうなことを思っていま

す。 

 

○森浩二委員長 ほかにありませんか、質

問。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり） 

○森浩二委員長 では、なければその他の項

目を終了したいと思いますけれども、よろし

いですか。 

  （｢はい」と呼ぶ者あり） 

○森浩二委員長 それでは続きまして、付託

調査事件の閉会中の継続審査についてお諮り

します。 

 付託調査事件については、引き続き審査す

る必要があると認められますので、本委員会

を次期定例会まで継続する旨、会議規則第82

条の規定に基づき議長に申し出ることに異議

ありませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり） 

○森浩二委員長 異議なしと認め、そのよう

にいたします。 

 以上で本日の議題は全て終了しました。 
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 それでは、これをもちまして、第13回環境

対策特別委員会を閉会します。 

  午後１時42分閉会 
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